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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 2020年４月 2021年４月 2022年４月 2023年４月 2024年４月

売上高 (百万円) 29,195 27,014 29,008 31,284 37,074

経常利益 (百万円) 1,903 1,448 2,919 2,311 3,069

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 960 232 1,564 1,427 1,972

包括利益 (百万円) 993 △545 1,598 1,422 2,052

純資産額 (百万円) 12,173 11,201 12,916 14,268 14,934

総資産額 (百万円) 16,284 16,935 18,859 19,361 24,218

１株当たり純資産額 (円) 838.37 834.87 967.90 1,079.84 1,147.85

１株当たり当期純利益 (円) 79.82 19.52 131.59 119.54 165.13

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 78.92 19.33 130.12 118.05 162.10

自己資本比率 (％) 61.69 58.56 61.15 66.61 56.82

自己資本利益率 (％) 10.38 2.33 13.60 11.07 14.34

株価収益率 (倍) 24.00 111.13 17.55 21.19 20.65

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 687 1,470 2,310 649 2,600

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,240 △126 △188 △206 △1,328

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 457 372 △377 △507 △1,069

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 6,990 8,701 10,432 10,367 10,570

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
712 657 659 636 838

(1,055) (795) (655) (820) (1,188)
 

（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第30期の期首から適用してお

り、第30期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっ

ております。

　　　２．第29期、第30期については、過年度決算訂正を反映した数値を記載しています。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 2020年４月 2021年４月 2022年４月 2023年４月 2024年４月

売上高 (百万円) 905 513 748 1,084 1,344

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 363 △32 206 474 755

当期純利益又は純損失
（△）

(百万円) 209 △205 205 411 660

資本金 (百万円) 509 509 509 499 499

発行済株式総数 (株) 14,314,800 14,314,800 14,314,800 14,314,800 14,314,800

純資産額 (百万円) 5,474 4,952 5,120 5,457 6,099

総資産額 (百万円) 5,815 5,335 5,552 5,900 9,523

１株当たり純資産額 (円) 440.59 416.12 429.28 439.00 490.68

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
10 8 10 9 9

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又
は純損失(△)

(円) 17.47 △17.26 17.29 34.48 55.28

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

(円) 17.29 ― 17.07 34.01 54.09

自己資本比率 (％) 90.96 89.24 88.63 88.86 61.77

自己資本利益率 (％) 4.02 △4.09 4.28 8.10 11.87

株価収益率 (倍) 109.64 △125.69 133.62 73.47 45.82

配当性向 (％) 57.22 △46.36 57.85 26.10 16.28

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
25 21 20 17 18
(9) (7) (7) (8) (6)

株主総利回り (％) 89.59 101.67 108.65 111.39 160.39
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) (92.90) (122.94) (125.92) (140.23) (191.24)

最高株価 (円) 2,499 2,412 2,435 2,620 3,850

最低株価 (円) 1,694 1,826 2,076 2,270 2,401
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、第29期は当期純損失のため記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであ

り、2022年４月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

３．第29期、第30期については、過年度決算訂正を反映した数値を記載しています。
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２ 【沿革】

当社は、1992年5月29日に、代表取締役社長森下篤史が中心となり、高齢者の能力開発研修事業などを目的に、株

式会社矍鑠（「カクシャク」）として資本金1,000万円で東京都大田区東蒲田二丁目30番17号に設立いたしました

が、実際の事業活動がないまま休眠状態となりました。

その後、1997年3月31日に「株式会社テンポスバスターズ（「テンポス」（＝店舗の複数形）と「バスターズ」

（＝掃除人）に由来）」に商号を変更し、本社を東京都大田区本羽田二丁目9番23号に移転して、厨房機器専門のリ

サイクル販売会社として営業を開始いたしました。

当社グループの事業内容の変遷は、次のとおりであります。

 

年月 事業内容

1997年３月 商号を株式会社テンポスバスターズに変更し、本社を東京都大田区本羽田二丁目９番23号に移転

1997年４月
飲食店向け店舗用設備及び店舗用備品のリサイクル販売を目的として埼玉県川口市に「川口Ａ館・Ｂ

館」をオープンし営業開始

2000年７月 本社を東京都大田区東蒲田二丁目30番17号に移転

2002年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録（2004年12月ジャスダック証券取引所に上場）

2006年３月 第三者割当増資により株式会社テンポスファイナンスが子会社となる

2006年５月

子会社株式会社テンポハンズ（本社：横浜市戸塚区）を設立し、株式会社ハマケン（本社：横浜市泉

区）からの営業譲渡により同業種である「ヨコハマ店」「湘南店」「大和店」の３店舗と買取センター

機能の「商品管理センター」を譲り受ける

2008年11月 子会社株式会社テンポス情報館（本社：東京都大田区）を設立し、当社の業務の一部を譲渡

2009年４月 子会社株式会社テンポス店舗（本社：東京都新宿区）を設立し、不動産仲介事業に進出

2011年３月
株式会社テンポスインベストメント（本社:東京都大田区）は、株式会社STUDIO10に社名変更し、内装工

事事業を開始する

2011年４月 株式会社あさくまの株式を取得し、当社連結子会社となる

2012年５月 株式会社STUDIO10（本社:東京都大田区）を、株式会社スタジオテンポスに社名変更

2012年５月 株式会社テンポス店舗（本社：東京都新宿区）を、株式会社テンポス店舗企画に社名変更

2012年５月 株式会社テンポハンズ（本社：神奈川県横浜市）を、株式会社テンポスドットコムに社名変更

2013年５月 株式会社テンポスファイナンス（本社：東京都大田区）を株式会社テンポスＦ＆Ｍに社名変更

2013年７月 株式会社プロフィット・ラボラトリーの60％の株式を取得し、当社連結子会社となる

2013年８月 株式会社あさくまサクセッションを設立、もつ焼き店舗「エビス参」を展開し、当社連結子会社となる

2014年５月
キッチンテクノ株式会社（旧サンウェーブキッチンテクノ株式会社）の100％の株式を取得し、当社連結

子会社となる

2016年９月
株式会社テンポス店舗企画（本社：東京都新宿区）と株式会社テンポスＦ＆Ｍ（本社：東京都大田区）

が合併し、株式会社テンポスフィナンシャルトラストに社名変更

2017年11月
持株会社体制へ移行し、商号を株式会社テンポスバスターズから株式会社テンポスホールディングスに

変更

2017年12月 株式会社ディースパークの94.3％の株式を取得し、当社子会社となる

2018年４月 株式会社テンポスフィナンシャルトラストの15.7％の株式を取得し、当社完全子会社となる

2018年５月 株式会社テンポス情報館の4.3％の株式を取得し、当社完全子会社となる

2018年９月 株式会社テンポスフードプレイスを設立

2018年12月 キッチンテクノ株式会社がウエスト厨機株式会社の株式100％を取得し、当社子会社となる

2019年１月 株式会社テンポス情報館がエスパー株式会社の30.0％の株式を取得し、当社持分法適用会社となる

2019年６月 株式会社ディースパークの株式を5.7％取得し、当社完全子会社となる

2019年６月 株式会社あさくまが東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）へ上場

2019年12月 株式会社プロフィット・ラボラトリーの10％の株式を取得し、当社完全子会社となる

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、JASDAQ（スタンダード）からスタンダード市場に移行

2023年９月 ヤマトサカナ株式会社（旧商号：ヤマト株式会社）の株式100％を取得し、当社子会社となる

2024年２月 ミャンマーのヤンゴン市にTENPOS MYANMAR COMPANY LIMITEDを設立
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社14社（株式会社テンポスバスターズ、株式会社テンポスフィナンシャルトラ

スト、株式会社テンポスドットコム、株式会社テンポス情報館、株式会社スタジオテンポス、株式会社あさくま、株

式会社あさくまサクセッション、株式会社プロフィット・ラボラトリー、キッチンテクノ株式会社、株式会社ディー

スパーク、株式会社ドリームダイニング、株式会社テンポスフードプレイス、ウエスト厨機株式会社、ヤマトサカナ

株式会社）、非連結子会社３社（株式会社テンポジンパーソナルエージェントなど他２社）、持分法適用会社２社

（株式会社オフィスバスターズ、エスパー株式会社）、持分法を適用していない関連会社２社（株式会社天タコシス

テム他１社）により構成されており、店舗を構えての飲食店向け機器販売、フードビジネスプロデューサー改め「Dr.

（ドクター）テンポス」として飲食店経営者の方への情報とサービスの提供、飲食店の経営を主たる業務としており

ます。

　なお、当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との

対比で定められている数値基準について連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。

 

各事業における当社グループの位置づけは以下の通りです。

 

（物販事業）

　物販事業においては、全国各地に店舗を構えて、飲食店を経営するお客様向けに新品及びリサイクル品の調理道

具、食器、イス・テーブル、厨房機器等の販売を行っております。また、中堅・大手飲食企業に対しては、営業社員

による厨房の設計・施工・管理等のサービスの提供を行っております。

 

（情報・サービス事業）

　情報・サービス事業においては、飲食店経営のための情報とサービスの提供として、居抜を中心とした不動産物件

の紹介及び仲介、内装工事の請負、リース・クレジット等のファイナンス取扱、オーダーエントリーシステムの販

売、販促コンサルティング、人材派遣、Ｍ＆Ａ紹介等を行っております。

 

（飲食事業）

　飲食事業においては、飲食店の経営及びＦＣ加盟店開発を行っております。
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当社グループの事業系統図は下記の通りになります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

(連結子会社)
株式会社
テンポスバスターズ（注）
3.6

東京都大田区 100 物販事業 100.0
役員の兼任４名あり
資金の借入

キッチンテクノ株式会社
（注）3

東京都新宿区 99 物販事業 100.0
役員の兼任２名あ
り
資金の借入

株式会社
テンポスドットコム（注）
3

東京都大田区 90 物販事業 100.0 －

株式会社
テンポスフィナンシャルト
ラスト（注）3

東京都大田区 100 情報・サービス事業 100.0
役員の兼任１名あ
り

株式会社
テンポスフードプレイス
（注）3

東京都大田区 65 情報・サービス事業 83.9
役員の兼任１名あ
り
資金の援助

株式会社
ディースパーク（注）3

大阪市中央区 78 情報・サービス事業 100.0
役員の兼任３名あ
り

株式会社
あさくま (注)3.4.5

愛知県日進市 91 飲食事業 62.2
役員の兼任１名あ
り

ヤマトサカナ株式会社
（注）3

千葉県鴨川市 10 飲食事業 100.0
役員の兼任２名あ
り
債務保証

その他５社      
(持分法適用関連会社）
株式会社
オフィスバスターズ

東京都中央区 74
中古事務機器の展示販
売

27.8 －

エスパー株式会社
（注）2

岐阜県多治見
市

15
ソフトウェアの開発・
販売

30.0
[30.0]

－
 

（注）1.「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。
2.「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の[内数]は、間接所有であります。
3.特定子会社に該当しております。
4.有価証券報告書及び有価証券届出書の提出会社であります。
5.売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、当該
連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。

6.株式会社テンポスバスターズについては売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め
る割合が10％を超えております。

株式会社テンポスバスターズの主要な損益情報等 

①売上高 18,498 百万円

②経常利益 2,451 百万円

③当期純利益 1,651 百万円

④純資産額 7,622 百万円

⑤総資産額 10,405 百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2024年４月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

物販事業 387 （307）

情報・サービス事業 164 （53）

飲食事業 287 （828）

合計 838 （1,188）
 

(注) １．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み常用

パートは除いております。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．前連結会計年度末に比べ、従業員数が202人（368人）増加しておりますが、主として2023年9月にヤマトサ

カナ株式会社（旧商号：株式会社ヤマト）を買収したことによるものであります。

 
(2) 提出会社の状況

2024年４月30日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

18(6)       56才 5ヶ月  13年  2ヶ月 5,061,919
 

　

セグメントの名称 従業員数（人）

物販事業 18 (6）

合計 18（6）
 

(注) １．平均年間給与は、基準外賃金と賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み常用

パートは除いております。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
 (4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　　 ①提出会社

 当社は女性活躍推進法等において女性管理職比率等の公表を行わなければならない会社には該当しません。

 
 ②連結子会社

当事業年度

補足説明
名称

管理職に占め
る女性労働者
の割合（％）
（注１）

男性労働者の
育児休業取得
率（％）
（注２）

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注１）

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

株式会社
テンポスバスターズ

8.8 0.0 95.8 116.2 60.1
いずれも出向者
を除く

ヤマトサカナ株式会社 9.4 0.0 47.7 80.3 96.6  

株式会社あさくま 0.0 0.0 59.3 82.9 116.1  
 

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、提出日現在において、当社グループが判断したものであります。

 
（１）経営方針

<100年企業として成長分野に投資進出する>

当社グループは、「飲食店の５年後の生存率を９割にする」を経営方針に掲げています。そのため、中小零細の

飲食企業を利益追求と顧客満足の両面から経営サポートする「Dr.（ドクター）テンポス」に取り組んでおります。

また、当グループが目指す姿は「ビジネスサイエンティスト」です。テンポスが見つけたビジネス上の発明発見

やノウハウが世の中に役立つように広めていくことが当社グループの役目であると考えています。

 
（２）中長期的な経営戦略

当社グループは売上高2,000億円、時価総額2,000億円企業を目指しております。その実現のための戦略は大きく

４つです。

 
①業務用中古厨房機器の会社として圧倒的１位を確立する

主要子会社である株式会社テンポスバスターズは、Ｍ＆Ａも含めて10年で120店舗へと拡大してまいります。そ

れに合わせ、テンポス再生センター12か所を拠点に全国メンテナンス網作りを行い、単なる安売り屋ではなく安

心して使える中古厨房販売としての地位を高めてまいります。

 
②ネット通販およびＷＥＢ事業を次世代の中核と位置づけ人材と資金を投入する

ＷＥＢ集客サービスやクラウドサービス等、ＷＥＢサービスの開発に注力致します。なお、これらのサービス

は月額課金制のストック型ビジネスとして展開してまいります。ネット通販事業における厨房販売では業界第１

位のシェアを、拡大して圧倒的な地位を築いてまいります。

 
③情報・サービス事業の収益を最大化させる子会社のプロ化

情報・サービス事業の子会社群は、「Dr.テンポス」事業のなかで「専門医」と位置づけ、事業の収益拡大に取

り組んでまいります。一方で、売上高100億円を目指す子会社は、テンポスグループのシナジーに頼らない独立し

た事業体として個々の得意分野で収益の最大化に取り組みます。

 
④Ｍ＆Ａや資本業務提携の積極活用

厨房機器の販売におきましては、この業界はメーカー直販会社が上位を占めており、当社が上位に食い込むこ

とは長期的に見ても非常に困難を伴うものと思われます。当社の戦略は厨房機器の販売で上位を目指すのではな

く「Dr.テンポス」の名のもとに外食産業における中小中堅事業者に寄り添い、各種サービスを提供するサービス

産業へと脱皮を図ることです。そのために、当社で自力開発をするのではなく、外食産業にかかわる独自の商

品、独自の開発力のある企業、変化に乗り切れず収益力の落ちている企業に対して、株式会社テンポスバスター

ズの全国68拠点（ＦＣ含む）の販売力、資金力、信用力を活かしたＭ＆Ａ、資本業務提携をしてまいります。

顧客支援という点で一致しているプライム市場の株式会社ぐるなびからのべ100名以上の人材の出向を受け入れ

を行い、当社の「Dr.テンポス」化へ向けた活動をより成果に結びつけたものにしてまいります。また2023年9月

にはヤマトサカナ株式会社（旧社名：株式会社ヤマト）を買収し、飲食事業を強化しております。

 
（３）目標とする経営指針

当社グループは経営指標として経常利益率10％の確保とＲＯＥ12%以上の維持を重点目標とし、売上および利益の

拡大を目指します。

 
（４）経営環境及び対処すべき課題

当社グループでは、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題と施策は以下のように考えております。

 
①М＆Ａ戦略

当社グループは「業界シェア上位を獲得する」「全国展開する」「スペシャリスト集団にする」を経営方針に

掲げており、その手段の一つにМ＆Ａを実施しています。そのため各事業会社では個々にМ＆Ａ案件を進めてお

り、その中でも飲食事業では、2023年９月に年商70億円規模のヤマトサカナの子会社化を皮切りに、日々新たな

М＆Ａの検討を進めております。子会社化した事業で着実に収益をあげ、グループ全体のさらなる事業拡大に繋
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げていくために、経営戦略の策定や実行を担う子会社幹部の育成が急務であると考えております。また、子会社

化した企業の飲食店経営ノウハウをさまざまな飲食店支援策や経営コンサル育成に活かし、大手に押され気味な

飲食店経営を支援してまいります。加えて、ヤマトサカナ株式会社が持つ道の駅「房総の駅とみうら」などの新

業態は、当社に新たな事業の芽をもたらしました。今後はこれらの事業ノウハウも取込み、М＆Ａの効果を着実

にあげてまいります。

 
②今後の出店拡大について

物販事業では今後５年で２倍の120店舗にすることを成長戦略に掲げています。しかし今期は「ぐるなび」のFC

加盟による江戸川店の出店を含め４店舗の出店にとどまりました。そこで、今までの郊外に低コストで出店し早

期の黒字化をはかるという出店モデルの他に、高コストでも駅前にある大型家電量販店の跡地に出店するという

新たな出店方法を試したところ、オープン翌月には黒字化するという手ごたえを得ました。これは、単なる物売

りではなく、飲食店経営に役立つ情報とサービスを提供することが徐々にかたちになっている成果だと言えま

す。今後は、自社で物件を探し出店をすると同時に、地元のリサイクル業者へのFC出店、業務提携を視野にい

れ、より一層の早期120店体制づくりをいたします。

ただ出店するのではなく、経営コンサルを中心とした店舗、業種に特化した専門店を出店をする等、新たな業

態での出店、新たな売り方を確立していくことを課題と考えております。経営コンサルにおきましては、現在社

内で社員教育を強化しており、業種特化型の専門店におきましては、実験店として埼玉県にある既存店を、2023

年９月に製菓・製パン専門店へ変更し、現在大阪府に２号店を計画しております。このように、既存店の拡大に

おきましても、新たな取り組みに挑戦してまいります。

なお、飲食店事業の「あさくま」「ヤマトサカナ」におきましても、それぞれ３～４店舗の出店を計画してお

ります。

 
③情報サービス事業の難しさ

当社グループでは、飲食店のかかりつけ医のような存在となることを目指し、経営支援を行う「Dr.テンポス」

サービスを開始しました。そのサービスの確立に向けて、WEB集客支援や物件探しの支援など、様々なサービスを

開始すると同時に、従業員は週５時間・年間240時間のオンライン研修を６年間継続してまいりました。これによ

り、曲がりなりにも飲食店の集客サービスや、物件紹介の知識・ノウハウを習得していきましたが、飲食店経営

者の相談にのれる人材育成には時間がかかります。

当社グループでは、物件紹介を行うことで新店オープン顧客の客単価を上げることを成長戦略に掲げ取り組ん

でまいりましたが、これが上手くいかなかったのは、営業トークや基礎知識は身に付いたけれども、まだまだ社

員が知らないことが多くあり、飲食店経営においては素人だからです。そこで、2023年より飲食店のサービスや

品質をチェックする「格付診断」サービスを開始しました。今後は、社員は一人５店舗ほどの格付診断の店舗を

もち、毎月飲食店を訪問してチェックすることで、飲食店を見る目を養ってまいります。これにより、オンライ

ン研修だけでは身に付かなかった飲食店経営支援のスキルを習得し、経営コンサルタントに育て上げてまいりま

す。

 
当社グループが将来にわたって、安定的・継続的に収益を確保するため、事業環境の変化に対して迅速かつ柔

軟、的確な対応を実施してまいります。

 
２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方および取組は次の通りです。尚、文中の将来に関する事項は、当

連結会計年度末において当社グループが判断したものです。

 
（１）ガバナンス

当社グループでは、コンプライアンス・リスク管理委員会が当社グループ全体のリスクマネジメント全般を担っ

ています。コンプライアンス・リスク管理委員会（以下、「リスク管理委員会」）の下部組織であるコンプライア

ンス・リスク管理委員会推進会議（以下、「推進会議」）はサステナビリティに関するリスクや課題を抽出、対策

の検討や推進など実質的な活動を担い、リスク管理委員会はこの活動の進捗監視および支援を行います。リスク管

理委員会は社内取締役全員と、一部の監査役をメンバーとしておりますが、定期的に取締役会にその活動を報告

し、グループ全体のサステナビリティに関する議論を深めております。

 
（２）戦略

当社グループでは、顧客である飲食店と共に持続可能な事業を推進することを目指しています。中古厨房機器等

の買取、再生、販売などのリサイクル事業を通じ、廃棄物の削減や気候変動課題に取り組むとともに、外食業界に
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ハードとソフトを提供することで、「飲食店の5年後の生存率を45％から90％にする」という目標を掲げ、これを支

援する物販事業、情報・サービス事業、飲食事業を展開しています。

2022年度からは、株式会社ぐるなびからの出向社員を受入れて人材の多様化を進め、彼らの飲食店に対する経営

支援力やマーケティング力を活かした取組で上記目標の達成を加速しています。

 
　人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略

当社は、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在することは、会社の持続的な

成長の強みとなり得る、との認識に立ち、定年制を廃止し、事業拡大に合わせ、性別、国籍、年齢に関係なく

経験・能力等に基づき、積極的に中途採用を行ってきた背景があります。

管理職ポストに対する公募制も整備、活用されており、多様性に富んだ人材が活躍できる機会、しくみが

整っております。現在、当社の女性役員は１名（取締役会に占める比率10％）、女性の子会社社長は１名と

なっています。また、グループ中核企業のテンポスバスターズにおける女性管理職比率は8.8％ですが、このう

ち店長職では全国43名の店長のうち５名が女性店長です。この女性店長比率は昨年の10％から11.6％へと上昇

いたしましたが、15％を目指して、女性の中核人材の育成、登用を積極的に進めてまいります。

当社グループでは、株式会社ぐるなびから、のべ100名以上の出向者（外国籍社員を含む）を受け入れており

ます。また、当事業年度はヤマトサカナ株式会社を買収し、同グループの400名を超える従業員も加わりまし

た。当社グループにない彼らの豊富な経験・ノウハウは両者のシナジー効果を生み、経営に活かされていま

す。

 
（３）リスク管理

当社グループでは、推進会議にて、主としてコンプライアンス、情報管理、サプライチェーン管理から見いださ

れるサステナビリティに関するリスクについて、分析および対策の検討を行っております。また、リスク管理委員

会および取締役会においては、当社グループを取り巻く環境変化（感染症や為替リスク、人口減少等）に関するリ

スク対策を検討しております。リスクの主な内容は当報告書の「第２．事業の状況」「３．事業等のリスク」をご

参照ください。

 

（４）指標及び目標

現在当社では上記で示した「飲食店の5年後の生存率を90％にする」という目標以外、具体的な指標および目標は

定めておりません。

当社の事業活動におけるサステナビリティに関する取組の詳細は当社グループＷＥＢサイトに記載しております

「ＳＤＧｓへの取り組み」をご参照ください。

https://www.tenpos.co.jp/company/sdgs.html

 

３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 
（1）中古品買取及び販売について

当社子会社の株式会社テンポスバスターズは厨房機器をはじめとする厨房用品の中古品の買取・販売を主な事業

としており、各買取センターへの情報提供に基づき見積から買取までを一貫して行える体制を整えているだけでは

なく、各店舗においても顧客の持込みによる買取に加えて、店舗従業員が直接顧客のもとに出向き買取見積・買取

を行う事により安定的に中古品を確保する体制を形成しております。

　しかしながら、今後の飲食店市場の景気の動向、強力な競合他社の出現動向、顧客の信頼・支持等の変化によっ

て、仕入に影響を及ぼす可能性があります。また、必ずしも将来に渡って中古品を質・量ともに安定的に確保でき

るとは限らない為、中古品の仕入状況によっては、商品不足による販売機会の損失が生じ、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。

　中古品は新品と異なり、仕入量の調整が難しいという性質を有しております。当社グループが過剰に大量の中古

品を仕入れた場合、在庫の増加やロス率の上昇等が生じ、当社グループの経営成績および財務状況に影響を与える

可能性があります。

 
（2）商品の欠陥、リコールなどについて

当社ブランドの商品に欠陥が続出した場合、または、リコールなどが必要となった場合には、修理及びその対応
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に多額の費用がかかる可能性があります。また、その製品設計や製造過程の見直し、販売への影響が考えられ、当

社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

 
（3）古物営業法に関する規制について

当社子会社の株式会社テンポスバスターズは厨房機器をはじめとする厨房用品の中古品の買取・販売を主な事業

としており、当事業を営む為には古物営業法により店舗の所在地を管轄する都道府県公安委員会より古物営業の許

可を取得する必要があります。当社は古物営業法（以下同法という）を順守し、古物台帳管理を徹底し適法に対処

する社内体制を整えておりますので、事業継続に支障をきたす要因の発生懸念はありません。

　しかしながら、同法に抵触する様な不正事件が発生し、古物商の許可の取消等の処分がなされた場合は、当社の

事業活動に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　同法および関連法令による規制の趣旨は次の通りです。

・古物の売買または交換を行う営業を営む場合には、所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなければ

ならない（同法3条）。

・古物の売買に際して、取引年月日、取引品目および数量、古物の特徴、相手方の住所・職業・年齢等を帳簿等に

記録する事が義務づけられる（同法16条）。

・警視総監、道府県警察本部長または警察署長が盗品の発見の為に被害品を通知する「品触れ」を発見した場合

に、その古物を所持していた場合には、その旨を警察に届け出る義務がある（同法19条）。

また、その他、同法では行政処分について、「許可の取り消し」、「営業の停止」、「指示」の３種類の処分が

定められています。当社におきまして、取消事由、営業の停止事由等の懸念事由はありませんが、今後、取消事

由、営業の停止事由等に関し、予想をはるかに超える同法の大幅な改正があった場合、当社の事業継続に重大な支

障をきたす場合があります。

 
（4）コンプライアンス体制について

当社グループは、法令の順守と社会規範の尊重とを目的として、管理部を中心として内部監査体制の整備をすす

め、グループ全体の意識向上を通じたコンプライアンスの徹底を行っております。しかしながら、将来、管理体制

上の問題が発生する可能性が皆無ではなく、その場合、社会的信頼性の低下に伴う売上高の減少により、当社グ

ループの経営成績が影響を受ける可能性があります。

 
（5）賃貸物件について

当社子会社の株式会社テンポスバスターズの店舗は全て賃貸物件となっております。創業から賃貸を続けている

店舗も多く、老朽化による移転や所有者変更による賃料の値上げ要求、退店などが求められる可能性があります。

その場合、売上高の減少や販売費及び一般管理費の増加による営業利益への影響は避けられないものと考えられま

す。

 
（6）地震等自然災害に関して

大規模な自然災害等により店舗、商品が被害を受けた場合、当社グループの経営成績および財務状況が影響を受

ける可能性があります。

 
（7）関係会社に関して

当社はグループとして横断的に利益を生み出す体制を整えておりますが、コロナ禍の影響を脱し切れていない子

会社もあり、予測できない費用の発生等の影響により、当社が計画した通りの事業展開や改善がなされず、期待し

た通りの成果を得られる保証はありません。その結果、当社グループの経営成績および財務状況に影響を与える可

能性があります。

　また、連結財務諸表において各関係会社の業績は反映されておりますが、関係会社各社の業績によっては、個別

財務諸表において関係会社に対する債権の貸倒れおよび関係会社株式の評価損が認識される可能性があります。

 
（8）事実と異なる風説が流布する事に関して

インターネット等を通じて当社グループに対する事実と異なる悪評・誹謗・中傷等の風説が流布された場合、当

社グループへの信頼および企業イメージが低下し、当社グループの経営成績および財務状況に影響を与える可能性

があります。

 
（9）食品の安全性と仕入れ価格の上昇に関して

当社グループの飲食事業におきましては、関係法令の規制に基づき、食品衛生に関わる設備の充実、取引先を含

めた一貫した商品管理の徹底、チェック体制の確立など、お客様に安全な商品の提供に努めておりますが、当社グ
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ループの取り組みを超えた問題が発生した場合には、それによる当社グループの商品に対する信頼の低下、対応コ

ストの発生、食材価格の上昇等により、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、コーンスープ、お惣菜などのギフト商品等の取扱商品について重大な事故等が発生した場合、商品回収や製造

物責任賠償が生じることもあり、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 
（10）Ｍ＆Ａ（企業買収等）による事業拡大に関して

当社は、事業拡大を加速する手段の一つとして、Ｍ＆Ａを有効に活用していく方針です。Ｍ＆Ａにあたっては、

証券会社、Ｍ＆Ａ専業事業社、取引先の紹介など様々なルートからの情報を基に対象企業の財務内容や契約関係等

についての詳細な事前調査を行い、十分にリスクを検討した上で決定しております。株式会社あさくまの上場な

ど、グループ全体としてはプラス要素は多いものの、今後のＭ＆Ａについても同様の成果を残せる保証はありませ

ん。買収後に偶発債務の発生や未認識債務の判明等、事前調査で把握できなかった問題が生じた場合や事業の展開

等が計画どおりに進まない場合、当社グループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
（11）個人情報の保護について

当社グループ各社において、お客様、従業員ならびに株主の皆様に関する個人情報につきましては、適正に管理

し、個人情報の漏洩防止に努めておりますが、万一、個人情報が漏洩した場合、社会的信用の失墜、損害賠償の支

払い等により、業績に影響を与える可能性があります。

 
４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」とい

う。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討の内容

は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
（1）経営成績

国内経済におきましては、2023年５月に新型コロナウィルスが第５類に移行し、アフターコロナとなりました

が、飲食業界は企業規模・業種によって回復の早いところと苦悩しているところと差が出ています。

　そのような中、当社グループは単なる厨房機器の物売りから飲食店経営に役立つ情報とサービスを提供する企

業になるという方針のもと、新規事業の開発、人材投資に意欲的に取り組んでおります。飲食店は開店から５年後

に約半数が閉店する入れ替わりの激しい業界です。当社グループは「飲食店の５年後の生存率を45％から90％にす

る」の理念のもと、飲食店が一番困っている集客支援をはじめ、効率経営や経費削減等を支援する「Dr.テンポス」

というサービスを提供しています。このように、飲食店の永続的発展という点でSDGsの考え方に沿った事業を進め

ております。

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高370億74百万円（前年同期比18.5％増）、営業利益28億24

百万円（同27.2％増）、経常利益30億69百万円（同32.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益19億72百万円

（同38.2％増）となりました。なお、飲食事業の株式会社あさくまは、決算期変更に伴い、当連結会計年度の会計

期間は10か月となります。

 
セグメントごとの経営成績は以下のとおりであります。

 
物販事業

飲食店向けに厨房機器や食器・調理道具、椅子・テーブル等を販売する物販事業のセグメント売上高は242億41百

万円（前年同期比11.3％増）、セグメント利益は25億5百万円（同20.5％増）と増収増益となりました。物販事業の

中でも、中小飲食店を主要顧客とする店頭販売の株式会社テンポスバスターズと、通信販売の株式会社テンポス

ドットコムは、顧客の中でも特に新店オープンする顧客を捉えることで業績を伸ばしました。

 
（新店オープン顧客の客単価アップへの取り組み）

店頭販売を行う株式会社テンポスバスターズの年間来店客は約660,000人です。そのうち飲食店を新店オープンす

る顧客数は24,000人と、全体のわずか3.6％ですが、既存顧客よりも客単価が高いため売上高の約４割を占めていま

す。このことから、成長戦略に新店オープン顧客の獲得及び客単価アップを掲げております。その戦略として、飲

食店開業準備の早い段階から顧客を囲い込むために、物件紹介や内装工事の提案、集客支援などに取り組んでまい

りました。その結果、当連結会計年度の新店オープン顧客の客単価は284,632円（前年同期比16.2％増）と伸びまし

たが、当社としてはこの程度の伸びなのかとがっくりしています。2024年３月より開業準備の川上である物件の紹
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介方法を変更いたしました。これまで社員が顧客に物件を紹介していましたが、この業務を専門に行う人員「マッ

チングおじさん」を業務委託で契約し、その結果、物件の紹介数は第３四半期連結会計期間の月間平均375件に対し

て1.9倍となり、紹介による物件の内見率は同期間の8.7％に対して10.2％に上昇しました。まだ短期間の実施では

ありますが手ごたえを感じております。なお、「マッチングおじさん」は全国のテンポスバスターズの店舗に来期

末には100人を配置する計画です。毎月、業務委託者の個人成績を見て、厳しく入れ替えを行っていきます。

通信販売を行う株式会社テンポスドットコムでも、新店オープン顧客を囲い込むという戦略のもと、飲食店開業

のノウハウを紹介するWEBサイトや、WEBメディアの拡充に注力してまいりました。また、営業部に「開業サポート

課」を新設し、新店オープン顧客への営業活動を厚くしました。この結果、通販サイトの訪問者数は前年同期比

16.4％増と増えたことや、新店オープン顧客の客単価の増加により、当連結会計年度の売上高前年同期比は20.6％

増と好調な結果となりました。なお、運営しているWEBサイトの中でも飲食店開業を応援する「テンポスフードメ

ディア」のアクセス数の伸びが大きく、訪問者数は月間10万人を超えました。来期は広告収益の獲得を計画してい

ます。

 
（新規出店の状況）

株式会社テンポスバスターズは、2023年６月に鈴鹿店（三重県鈴鹿市）、８月に川越店（埼玉県川越市）、11月

に奈良店（奈良県磯城郡田原本町）、2024年４月にFC店舗テンポスぐるなび江戸川店（東京都江戸川区）をオープ

ンしました。これにより当連結会計年度末の総店舗数は、直営57店舗、FC10店舗、合計67店舗となりました。鈴鹿

店、川越店、奈良店はいずれも当月もしくは翌月には黒字化し、この好調な滑り出しに社内は浮かれていました。

早期の黒字化の背景には、来店客に厨房機器等の“物”だけでなく飲食店経営に役立つ知識やノウハウを曲がり

なりにも提供できるようになったことが挙げられます。人材育成として2019年より続けている販売担当者250名向け

の研修は、年々レベルを上げており、直近は飲食店の経営診断を行う「格付診断士」の研修を中心に週５時間（年

間240時間）行っております。

当連結会計年度の出店目標の10店舗には届きませんでしたが、次はもっとうまくやるぞと来期も10店舗の出店を

計画しております。この一年で蓄えた物件情報と出店ノウハウがあるから大丈夫だと自信ありげな営業部を、次こ

そはやってくれよと管理部が懇願の目で見ています。

 
（新たな取り組み）

2023年８月に、訪日客向けの飲食店B級グルメサイト「テンポススター」を開設し、2024年４月末時点での飲食店

の掲載数は4,200店舗となりました。同時期に開始した、飲食店の経営診断を行う「格付診断」のサービスにおきま

しては、診断を行う「格付診断士」の人数は1,000名となりました。さらに2024年４月より、診断結果をもとに飲食

店の経営支援を行う「テンポス経営コンサルティング」を開始しました。毎月、平均200社以上の申し込みがあり、

飲食店の集客、人材育成、生産性向上など、様々な面から、中小飲食店オーナーと一緒に汗をかきながら経営を支

援してまいります。

 
（その他・業績の補足など）

株式会社テンポスドットコムは、物販だけでなく情報とサービスを提供するという戦略のもと、単なる通販サイ

トの運営だけでなく、WEBを駆使した飲食店への物件紹介や内装工事会社とのマッチング、飲食店開業ノウハウを学

べるWEBサイトの拡充に取り組んでいます。そのため、これらに人材投資をしていることから販売費及び一般管理費

が上昇したことや、厨房機器の市場シェア拡大のために価格戦略を加速していることから粗利額が減少し、当連結

会計年度は赤字となりました。しかし今は、まとわりついてくる２位、３位の中古厨房通販サイトを振り払うため

の体力勝負の時期だと捉えております。

現在の課題は文鎮型経営からの脱却です。各部門の部署長を育成するべく、まずは挑戦させてみる、さらには

チームメンバーの尻ぬぐいまでさせてみる等を愚直に続けてリーダーを発掘してまいります。

 
情報・サービス事業

飲食店の経営支援を行う情報・サービス事業のセグメント売上高は41億37百万円（前年同期比1.9％減）、セグメ

ント利益は２億８百万円（同20.8％減）と減収減益となりました。

 
（業績結果の概要）

不動産・ファイナンス事業、内装工事事業、人材派遣・紹介・請負事業は好調な結果となりました。その　中で

も株式会社ディースパーク（人材派遣・紹介・請負）は、派遣事業の売上高前年比は19.6％増、コロナ禍で開始し

た配送請負事業の売上高は24.3％増となり、情報・サービス事業の業績を牽引しました。外国人人材紹介事業にお

きましては、2024年１月にミャンマーに現地法人を設立し、現在、日本語学校の開校に向けて準備を進めていま

す。売上高・営業利益の減少が大きい株式会社テンポス情報館（効率経営支援・POSレジ販売）は、半導体不足の影

響により、需要の高い自動釣銭機の供給不足が続いたことや、IT導入補助金の採択率の低下により、当会計年度の
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POSレジ関連の販売台数が前年同期比18.7％減したことが、売上高減少の要因となりました。減益については、新規

事業の街社食サービス「TCC」への人材投資を行ったことで販売費及び一般管理費が増加したことが要因です。当連

結会計年度の通期予算15億円に対して達成率は60％程という体たらくですが、テンポス情報館の社長は森下篤史で

す。

 
飲食事業

「ステーキのあさくま」「南房総 やまと寿司」等の飲食店を展開する飲食事業のセグメント売上高は94億94百万

円（前年同期比53.3％増）、セグメント利益は２億31百万円（前年同期はセグメント損失22百万円）となりまし

た。当連結会計年度は、年商70億円規模の回転寿司店等を展開するヤマトサカナ株式会社（旧社名：株式会社ヤマ

ト）を2023年9月に取得したため、同社の６か月分の業績を含めております。また、株式会社あさくまは、2023年６

月29日に決算期を３月31日から１月31日に変更したため、通期の業績は10か月分を計上しております。

 
（株式会社あさくま）

株式会社あさくまは、品質・サービス・クレンリネスのQSCの改善、新商品の開発、サラダバーの拡充に注力して

まいりました。商品施策におきましては、ヤマトサカナ株式会社とコラボした海鮮メニューの販売や、お客様より

再販のご要望の多かった「テンダーロインステーキ」の販売、繁忙期の年末年始は「熊本のあか牛のサーロインと

リブロースステーキ」等を提供しご好評頂きました。フェアメニューには力を入れており、当連結会計年度は昨年

の1.5倍のフェアを実施いたしました。サラダバーは2023年2月より品目を25から45品に増やし、現在50店舗で提供

しています。なお50店舗の内46店舗では、仕込みや調理提供に時間がかかる「もつ煮」「麻婆豆腐」等の温かい商

品をホットバーとして提供するなどして顧客満足度の向上に取り組んでまいりました。エンターテインメントレス

トランを目指す施策におきましては、お子様がステーキを焼き、お手紙を読んでご両親を泣かせる「泣かせるあさ

くま」を目指して取り組んでいますが、力不足によりお客様が泣くレベルまで到達していません。新規出店におき

ましては、2023年11月に「ステーキのあさくま関店（岐阜県関市）」を出店いたしました。オープンから予想を超

えるお客様にご来店いただき、全62店舗中、１カ月の売上高が２位となる好調なスタートとなりました。人材施策

におきましては、2023年10月にベトナム人のインターン生10名を受け入れました。来期はさらに20名の特定技能外

国人人材を受け入れ、将来的には店舗責任者に抜擢すべく教育を行ってまいります。

　当連結会計年度末のあさくまグループの総店舗数は、75店舗（ＦＣ店４店舗を含む）となりました。

 
（ヤマトサカナ株式会社）※旧社名 株式会社ヤマト

2023年９月27日に当社グループの100％子会社となったヤマトサカナ株式会社は、鮮魚の卸事業から観光、小売、

回転寿司などを手掛ける飲食企業です。千葉県鴨川市を中心に房総の漁港の買参権を有しており、活魚及び地魚な

どを仕入れています。自社のサプライチェーンを活用することで、新鮮な魚介類をお手頃な価格で消費者へ提供で

きることが強みです。

当連結会計年度は、外食事業が前年同期比11.0％増と好調な結果となりました。2023年９月は「南房総 やまと寿

司 館山本店」を新規出店したことで、当連結会計年度末の寿司業態の店舗数は12店舗となりました。来期は新業態

の出店を計画しております。
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生産、受注及び販売の実績は、次のとおりであります。

①商品仕入実績

当連結会計年度の商品の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2023年５月１日
至　2024年４月30日)

前期比（％） 構成比（％）

 百万円   

物販事業 12,776 112.2 66.8

情報・サービス事業 2,063 101.4 10.8

飲食事業 4,293 172.2 22.4

合　　　　計 19,133 120.2 100.0
 

 
②生産実績

当連結会計年度の製品の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2023年５月１日
至　2024年４月30日)

前期比（％） 構成比（％）

 百万円   

物販事業 1,985 104.4 100.0

情報・サービス事業 － － －

飲食事業 － － －

合　　　　計 1,985 104.4 100.0
 

(注) 金額は製造原価によっております。

 
③販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2023年５月１日
至　2024年４月30日)

前期比（％） 構成比（％）

 百万円   

物販事業 24,020 112.7 64.8

情報・サービス事業 3,591 94.2 9.7

飲食事業 9,462 153.6 25.5

合　　　　計 37,074 118.5 100.0
 

(注)１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

   ２．総販売実績に対する割合が100分の10以上に該当する販売先はありません。

３．飲食店向け機器販売事業（支援サービス、ＦＣ向け製商品供給及び役務収益を除く）における中古品と新品

及び新古品の構成割合を示すと、次のとおりであります。

中古品 14.8％　　新品及び新古品 85.2％

 
(2)財政状態

(流動資産)

　当連結会計年度末における流動資産の残高は176億65百万円となり、前連結会計年度末に比べて13億38百万円増加

いたしました。主因は受取手形及び売掛金が5億89百万円、棚卸資産が5億88百万円増加したことによるものです。

　(固定資産)

　当連結会計年度末における固定資産の残高は65億52百万円となり、前連結会計年度末に比べて35億17百万円増加

いたしました。主因は有形固定資産が16億36百万円、のれんが11億97百万円、敷金及び保証金が2億37百万円増加し

たことによるものです。

　(流動負債)

　当連結会計年度末における流動負債の残高は66億89百万円となり、前連結会計年度末に比べて19億13百万円増加

いたしました。この主因は支払手形及び買掛金が7億6百万円、一年以内返済予定長期借入金が3億1百万円、未払法

人税等が2億61百万円増加したことによるものです。

　(固定負債)
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　当連結会計年度末における固定負債の残高は25億94百万円となり、前連結会計年度末に比べて22億76百万円増加

いたしました。主因は長期借入金が20億62百万円、資産除去債務が1億60百万円増加したことによるものです。

　(純資産)

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて6億65百万円増加し、149億34百万円となりまし

た。これは、利益剰余金が17億29百万円増加したこと、資本剰余金が8億93百万円減少したことによるものです。

 
（3）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて2億2百万円増加し、105億70百万円

となりました。各活動別のキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

 

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当連結会計年度において営業活動で獲得した資金は、26億円となり、前年同期比で19億50百万円の増加となりま

した。これは主に、税金等調整前当期純利益の増加額が7億58百万円、仕入債務の増加額が3億61百万円増加したこ

とと、棚卸資産の増加額が3億3百万円、法人税等の支払い額が2億54百万円減少したことによるものです。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当連結会計年度において投資活動で使用した資金は、13億円28百万円となり、前年同期比で11億21百万円の増加

となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が8億88百万円、有形固定資産の

取得による支出が1億43百万円増加したことによるものです。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当連結会計年度において財務活動で使用した資金は、10億69百万円となり、前年同期比で5億61百万円の増加とな

りました。これは主に、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出が13億63百万円増加したこと

と、長期借入金の収入が5億円増加、短期借入金の返済による支出2億50百万円がなかったことによるものです。

 
（4）資本の財源及び資金の流動性

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、営業キャッシュ・フローで獲得した資金を財源とし

て、その資金の範囲内で新規出店及び改装等で必要な投資キャッシュ・フローを賄うことを基本的な姿勢としてお

ります。

 
（5）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、見積もりが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づ

き会計上の見積りを行っております。

重要な会計方針は、「第５　経理の状況、１連結財務諸表等、連結財務諸表、注記事項、連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項」に記載のとおりでありますが、連結財務諸表の作成にあたっては、会計上の見積りを

行う必要があり、特に以下の事項は、経営者の会計上の見積りの判断が財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼ

すと考えております。

 
（のれんの減損）

当社グループは、のれんについて、その効果が発現すると見積もられる期間で均等償却しております。のれんの

減損の兆候の把握においては、支配獲得時に識別した超過収益力の評価も踏まえ検討しており、減損の兆候を識別

した場合には、将来の事業計画を基礎に算定された割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較して、減損損

失の認識の要否を判定しております。減損損失の認識が必要とされた場合、回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として認識しております。これらの見積りにおいて用いた仮定には不確実性が伴うため、翌連結会計年

度に係る連結財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。

 
（固定資産の減損）

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループ

から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として計上しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては

慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生

じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。

 
（繰延税金資産）

当社グループは、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることや、回収
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可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性

は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、繰延

税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。これらの見積りにおいて用いた仮定には不確実性が

伴うため、翌連結会計年度に係る連結財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。

 
（資産除去債務）

当社グループは、資産除去債務について、店舗建物の不動産賃貸借契約に基づく原状回復費用義務等について、

業態別に直近の退店時の原状回復費用実績に基づき店舗１坪当たり費用を見積もり、それらを既存店舗の建築坪数

へ乗じて資産除去債務を計上しております。資産除去債務の履行時期を予測することや将来の最終的な除去費用を

見積もることは困難であり、これらの見積りにおいて用いた仮定には不確実性が伴うため、翌連結会計年度に係る

連結財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。

 
５ 【経営上の重要な契約等】

（1）当社のフランチャイズ契約

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社
テンポスバスターズ北陸
（テンポス福井店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

2019年６月１日から
2024年５月31日まで

株式会社
テンポスバスターズ北陸
（テンポス金沢店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

2023年11月１日から
2026年10月31日まで

株式会社
テンポスバスターズ北陸
（テンポス富山店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

2020年２月15日から
2025年２月14日まで

株式会社ＣＮＴplus
（テンポス高松店・倉敷
店・徳山店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

2021年４月１日から
2026年３月31日まで

有限会社アールイー
（テンポス和歌山店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

2021年１月11日から
2026年１月10日まで

株式会社かんだ
（テンポス函館店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

2023年３月22日から
2028年３月21日まで

 

(注) １．上記については、加盟金並びにロイヤリティとして売上高または粗利高の一定率を受け取っております。

２．契約期間については、いずれかによる意思表示がない場合、金沢店については３年毎、高松店、倉敷店、徳

山店、福井店、富山店、和歌山店、函館店については５年毎に自動更新されます。

 
(２）株式会社ヤマトの株式譲渡契約の締結

当社は、2023年７月24日の会社法第370条に基づく取締役会決議に代わる書面決議により、ヤマトサカナ株式会

社（旧商号：株式会社ヤマト）の全株式を取得し子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結

しました。

詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりです。

 
(３）株式会社あさくまの株式譲渡契約の締結

当社は、2023年12月13日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社あさくまの株式を追加取得

することを決議し、2024年１月25日付で対象となる株式の保有先と株式譲渡契約を締結しました。

詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりです。

 
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施いたしました設備投資額は269百万円となりました。そのうち主要なものは株式会社あさく

まの新規出店によるものであります。

セグメントごとの主要な設備投資（未実現利益調整前）は、次のとおりであります。

 
（物販事業）

物販事業の投資総額は61百万円となりました。そのうち主要なものは新規出店のための設備投資によるものであ

ります。

　なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
（情報・サービス事業）

情報・サービス事業の投資総額は22百万円となりました。そのうち主要なものは販売管理システムの導入による

ものであります。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
（飲食事業）

飲食事業の投資総額は212百万円となりました。そのうち主要なものはステーキのあさくまの新規出店によるも

のであります。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2024年4月30日現在における本社の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
工具、器具
及び備品

車両運搬具 その他 合計

本社
（東京都大田区）

物販 管理設備 3 0 0 6 10 18(6)

合計 3 0 0 6 10 18(6)
 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、電話加入権及びソフトウェアの合計であります。

　２．従業員数欄の（　）内には、外書で臨時従業員数を記載しております。

　３．本社の不動産物件は全て賃借によるものであります。
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(2) 国内子会社

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置及

び運搬具

工具、器具

及び備品

土地

（面積㎡）
その他 合計

株式会社
テンポスバスターズ
（東京都新宿区他）

物販事業 店舗設備 72 1 3 － 18 94 286(255)

キッチンテクノ株式会社
（東京都新宿区）

物販事業 管理設備 1 1 0 － 7 11 56(2)

株式会社
テンポスドットコム
（東京都大田区）

物販事業 管理設備 1 － 0 － 6 8 26(41)

株式会社テンポス情報館
（東京都大田区）

情報・サービス
事業

管理設備 2 0 0 － 26 29 45(14)

株式会社ディースパーク
（大阪市中央区他）

情報・サービス
事業

管理設備 5 12 1 － 1 20 77(15)

株式会社あさくま
（愛知県日進市他）

飲食事業 店舗設備 483 18 88
87

(782)
30 707 95(439)

ヤマトサカナ株式会社
 （千葉県鴨川市他）

飲食事業 店舗設備 1,245 100 74
36

(2,805)
56 1,513 153(293)

 

(注) １．遊休土地を含んでおります。

２．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定、借地権、電話加入権、リース資産、ソフトウェア及びソフト

ウェア仮勘定の合計であります。

３．帳簿価額は減損損失計上後の金額で記載しております。

４．従業員数欄の（　）内には、外書で臨時従業員数を記載しております。

５．上記子会社のうち株式会社テンポス情報館は、提出会社から設備の一部を賃借しております。

６．上記の他、店舗及び管理事務所を賃借しております。

 
(3) 在外子会社

該当事項はありません。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設計画

該当事項はありません。

 
(2) 重要な改修計画

該当事項はありません。

 
(3) 重要な設備の除却計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2024年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年７月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,314,800 14,314,800
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 14,314,800 14,314,800 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

ストックオプション制度の内容は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項」の（ストック・オプ

ション等関係）に記載しております。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）
2022年７月27日

（注）
－ 14,314,800 △10 499 － 472

 

（注）会社法第447条第1号の規定に基づき、今後の資本政策の柔軟性及び機動性の確保、税負担の軽減を図るため、資

本金を減少し、その他剰余金へ振り替えたものであります。

 
(5) 【所有者別状況】

2024年４月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

0 1 10 191 20 34 36,959 37,215 －

所有株式数
(単元)

0 39 248 36,009 382 46 106,422 143,148 200

所有株式数
の割合(％)

0.00 0.00 0.03 0.51 0.06 0.09 99.31 100.00 －
 

(注)１．自己株式2,326,107株は、「個人その他」に23,261 単元、「単元未満株式の状況」に7株含まれております。

２．上記「その他の法人」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が15単元（1,500株）含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2024年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社あさしお 東京都大田区田園調布三丁目12番８号 2,107,797 17.58

森下篤史 東京都大田区 1,850,500 15.44

フクシマガリレイ株式会社 大阪市西淀川区竹島二丁目6番18号 960,000 8.01

株式会社マルゼン 東京都台東区根岸二丁目19番18号 510,000 4.25

森下潔子 東京都大田区 422,000 3.52

森下和光 横浜市金沢区 376,100 3.14

長谷川朋子 千葉県市川市 362,800 3.03

森下壮人 神奈川県川崎市 361,500 3.02

山田暁子 熊本県熊本市 342,700 2.86

テンポスホールディングス従業員持株
会　理事長　大峯慎司

東京都大田区東蒲田二丁目30番17号 110,253 0.92

計 － 7,403,650 61.76
 

(注)１.当社は自己株式を 2,326,107株を所有しておりますが、議決権がないため、上記の大株主から除外しておりま

す

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式）
普通株式 － －
2,326,100

完全議決権株式（その他）
普通株式

119,797 －
11,979,700

単元未満株式
普通株式

－ －
9,000

発行済株式総数 14,314,800 － －

総株主の議決権 － 119,797 －
 

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれておりま

す。

　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

② 【自己株式等】

2024年４月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社
テンポスホールディングス

東京都大田区東蒲田二丁目
30番17号

2,326,100 - 2,326,100 16.26

計 － 2,326,100 - 2,326,100 16.26
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得

 
(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 609 －

当期間における取得自己株式 － －
 

(注) １．譲渡制限付株式報酬制度対象者の退職に伴う取得等であります。

２．当期間における取得自己株式には2024年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの無償取得による株式は

含まれておりません。

 
(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

(百万円)
株式数（株）

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他     

（譲渡制限付株式報酬による処分） 6,667 2 － －

（ストック・オプションの権利行使） 39,000 16 18,900 7

保有自己株式数 2,326,107 － 2,345,007 －
 

（注）当期間における保有自己株式には2024年７月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及び自

己株取得による株式は含めておりません。

 
３ 【配当政策】

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。

配当の決定機関は、中間・期末配当は取締役会であります。なお、毎年４月30日を基準日として中間配当ができる

旨を定款で定めておりますが、期末年１回の剰余金の配当を行うことを基本としております。

当社は、株主の皆様に対する基本方針としまして、主に経営基盤の強化や設備資金を潤沢にするための内部留保に

努め、新規出店や新規事業開発等を行い業界内のシェア獲得をする事が最大の株主還元につながるものと考えており

ますが、業績に応じた利益配分も同時に行うべきであると考えております。

当事業年度の配当金につきましては、業績結果を踏まえ、１株当たり９円の配当を実施いたします。

 
（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

2024年6月12日
取締役会決議

107 9
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の透明性を重視し、株主の皆様をはじめ、お客様、お取引先様、従業員等のステークホルダーの

利益を尊重しながら収益を上げ、企業価値を継続的に高めることを、コーポレート・ガバナンスの基本的な考え

方としております。

 
②企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

ａ.会社の機関の基本説明

当社は社外取締役を含む取締役会および社外監査役を含む監査役会を設置しております。取締役会は経営上

の重要な意思決定を行う目的および権限を有しており、監査役会は監査役による取締役会等重要な会議への出

席・意見の発言等を通じ、取締役の職務遂行を監査する目的と権限を有しております。取締役の職務執行は、

取締役会および監査役会によって監督されており、それに加えて、社外取締役および社外監査役の起用によ

り、多角的な視点を取り入れ、重要な意思決定を行える仕組みとしております。なお、取締役会および監査役

会の構成員は有価証券報告書の提出日現在、下記のとおりです。

取締役会

　　議長　森下篤史（代表取締役社長）

　　　　　伊藤航太（取締役）

　　　　森下和光（取締役）

　　　　遠山貴史（取締役）

　　　　　中田千夏（取締役）

　　　　　石﨑冬貴（社外取締役）

　　　　西川心二（社外取締役）

　監査役会

　　議長　樋口宜行（社外監査役）

　　　　　増田洋一（社外監査役）

　　　　　近藤勝重（監査役）

 
ｂ.当社の主な機関及びコーポレート・ガバナンスの体制
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c.企業統治の体制を採用する理由

当社は、会社法に基づく機関として株主総会及び取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しております。

当社の社外取締役は、業務執行に対する監督を強化すること及び会社経営に対する幅広い助言を与えること等

の役割を担い、一般株主と利益相反の生じる恐れのない独立性を有しており、会社経営等の経験や深い見識を

有しています。監査役会設置に加え、上記の社外取締役を選任していることも踏まえ、当社は現状の体制によ

り当社のコーポレートガバナンスが十分に機能していると考えておりますが、経営環境の変化を踏まえて、最

適なコーポレート・ガバナンス体制を構築すべく、継続的な改善を図って参ります。これらの各機関の相互連

携により、経営の健全性、効率性及び透明性が確保できるものと認識しているため、現状のコーポレート・ガ

バナンス体制を選択しております。

 
d.取締役会の活動状況

当事業年度における取締役会の開催回数は13回であり、各取締役及び監査役の出欠状況は以下の通りです。

なお、当社は任意の委員会は設置しておりません。

役　職 氏　名 開催回数 出席回数 出席率 備　考

代表取締役 森下　篤史 13回 13回 100％  

取締役 伊藤　航太 13回 13回 100％  

取締役 森下　和光 13回 13回 100％  

取締役 遠山　貴史 13回 13回 100％  

取締役 中田　千夏 13回 13回 100％  

取締役（社外） 福島　裕 13回 13回 100％ 2024年7月25日退任

取締役（社外） 石﨑　冬貴 13回 13回 100％  

常勤監査役（社外） 樋口　宜行 13回 13回 100％  

監査役（社外） 増田　洋一 10回 10回 100％ 2023年7月27日就任

監査役 近藤　勝重 13回 13回 100％  
 

当事業年度の取締役会における主な審議事項は事業戦略、予算・決算、新規投資、人事・総務に関する事項

などでありますが、特にＭ＆Ａには多くの時間を割いております。このほか、業務執行を担当する取締役やグ

ループ子会社社長からそれぞれの戦略報告を実施しています。

当事業年度中の主な決議議題は以下の通りです。

・ヤマトサカナ株式会社（旧商号：株式会社ヤマト）の株式、その他株式取得

・連結子会社である株式会社テンポスバスターズの新規出店及び投資

・当社及び一部の連結子会社の年間休日の増加

 
③企業統治に関するその他の事項

ａ.会社の機関の内容及び内部統制の整備の状況

当社は、以下イ～チに記載する内部統制の基本方針に基づき、内部統制を整備するとともに、当社グループ

に対しても当社の体制に準じた内部統制の整備を行っております。

当社では毎月1回、営業方針、予算達成度、新店出店、クレーム処理など、その時々の重要政策を含め、定例

の取締役会を開催して意思決定を行っております。開催に際しては、社外を含む取締役、監査役の参加を義務

付け、幅広い意見交換を行い、意思統一を図っております。また、緊急を要する重要事項が発生した場合に

は、臨時取締役会を適宜開催しております。その中で内部統制及び法令遵守に関する取組として、取締役会で

の報告事例を細分化し実行度の管理及び確認を行っております。

 
イ.取締役および使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保する為の体制

企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を使用人が法令・定款および社会規範を順守

した行動を取る為に、テンポスホールディングス管理部（以下「管理部」という）においてコンプライアンス

の取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に教育を行う。

管理部は、コンプライアンスの状況を監視する。これらの活動は、適時取締役会および監査役会に報告され

るものとする。法令上疑義ある行為等について、社員が直接情報提供を行う手段として、ホットラインを設

置・運営する。

 
ロ.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

法令、定款、取締役会規程等に従い、当社グループの取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体

（以下、「文書」という）に記録し、保存する。当社グループの取締役または監査役は、法令、定款、取締役

会規程及び監査役監査基準等により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。
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ハ.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に関わるリスクについては、リスク管理規程に

基づきそれぞれの担当部署にて、順次、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う

ものとし、組織の横断的リスク状況の監視および全社的対応は、管理部が行うものとする。

新たに生じたリスクについては、テンポスホールディングスの取締役会において、速やかに対応責任者とな

る取締役を定める。

 
ニ.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

テンポスホールディングスの取締役会は、当社グループの取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、業

務担当取締役は、その目的達成の為に各部門の具体的目標に基づき活動する。

テンポスホールディングスの取締役会において、定期的に進捗状況をレビューし、改善を促していく

 
ホ.当該株式会社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループの子会社毎の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令順守体制、リスク管理体制を構築

する権限と責任が与えられており、テンポスホールディングス管理部はこれを横断的に推進し、管理する。

 
ヘ.監査役がその補助すべき使用人を置く事を求めた場合における、当該使用人に関する体制ならびに、

　その使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役は、内部監査室所属の使用人と連携し、監査業務に必要な事項を依頼する事が出来るものとし、監査

役より監査業務に必要な依頼を受けた使用人は、その依頼に関して、取締役、内部監査担当等の指揮命令は受

けないものとする。

 
ト.取締役および使用人が、監査役に報告をする為の体制、その他の監査役への報告に関する体制

取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼ

す事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容を速やかに報

告する体制を整備する。

報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、定期的に行う店舗チェック・管理チェックの

報告を活用する。

 
チ.その他、監査役の監査が実効的に行われる事を確保する為の体制

監査役と代表取締役社長、管理部長、内部監査室長ならびに会計監査人との間で、定期的な意見交換会を設

定する。

 
ｂ.リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理規程及びコンプライアンス管理規程に基づき、定期的にコンプライアンス・リスク管理

委員会を開催し、グループ全体のリスク・コンプライアンス課題を検討しております。またこの内容は取締役

会に報告されています。子会社並びに関連会社の役員が参加する毎月の戦略会議でも、各社毎の危機の予防、

対策について適宜検討しており、従業員に対しては、グループ各社にてコンプライアンスやリスク管理に関す

る教育および訓練を実施しております。また、当社内のグループウェアを利用して、実際に発生した問題を迅

速に情報伝達することで再発防止に努めております。

 
ｃ.子会社の業務の適性を確保するための体制整備の状況

当社は、子会社の業務の適性を確保するため、当社の役員等が子会社の役員等に就任するほか、当社の監査

役及び内部監査部門による監査、並びに財務報告に係る内部統制の整備・運用の状況の評価などにより、業務

の適正性を検証しております。

 
ｄ.責任限定契約の内容の概要等

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項

の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項各号の

定める額を限度とする契約を締結しております。

 
ｅ.取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

 
ｆ.取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任及び解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

EDINET提出書類

株式会社テンポスホールディングス(E02953)

有価証券報告書

26/89



る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任及び解任決議は累積投票によらない旨を定款に

定めております。

 
ｇ.取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ.自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、機動的な経営を行うことができるよう、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

ロ.剰余金の配当等の決定

当社は資本政策の機動性をより高めるため、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事項について

は、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めておりま

す。

ｈ.取締役等の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするために、会社法第426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

 
ｉ.株主総会の特別決議要件の変更

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって行う旨定款に定めております。

 
　ｊ.株式会社の支配に関する基本方針

　当社は、企業価値の向上を図っていくことが最重要課題であると考えております。また、当社取締役会の同

意を得ることなく行われる当社株式の大量買付け行為については、その受入れの当否は最終的には株主の皆様

のご判断に委ねるべきものであると認識しておりますが、明らかに株主共同の利益を害するような会社買収に

対しては対抗していく所存であります。

 
(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性　9名　女性　1名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(株)

代表取締役社長 森下　篤史 1947年２月13日

1971年４月 東京電気株式会社（現　東芝テック株式会社）入社

1992年５月 当社設立取締役

1997年４月 当社代表取締役

2006年８月 株式会社三和デンタル取締役

2009年６月 株式会社あさくま代表取締役

2016年７月 当社取締役会長

2016年７月 株式会社テンポスドットコム代表取締役

2016年７月 株式会社プロフィット・ラボラトリー取締役

2017年６月
株式会社テンポスバスターズ分割準備会社（現株式会
社テンポスバスターズ）取締役

2017年11月 当社代表取締役社長（現任）

2018年３月 株式会社ディースパーク代表取締役（現任）

2018年４月 株式会社テンポスバスターズ代表取締役（現任）

2018年９月 株式会社テンポス情報館代表取締役（現任）

2018年９月 株式会社テンポスフードプレイス代表取締役（現任）

2020年２月 株式会社ドリームダイニング代表取締役（現任）

2022年６月 キッチンテクノ株式会社取締役（現任）

2023年６月 株式会社あさくま取締役（現任）

2023年９月
株式会社ヤマト（現ヤマトサカナ株式会社）代表取締
役（現任）

2024年１月 TENPOS MYANMAR Co.,Ltd. MANAGING DIRECTOR（現任）

(注)2 1,850,500
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(株)

取締役
 人事総務部長兼
人材事業部長

伊藤　航太 1981年７月23日

2007年４月 当社入社

2010年１月 当社幕張店 店長

2013年５月 当社人事総務部　部長

2014年３月 株式会社テンポスドットコム代表取締役

2014年３月 株式会社テンポスバスターズ総務部長兼人材事業部長

2018年５月 当社人事総務部長兼人材事業部長（現任）
2019年３月 株式会社ディーズパーク東日本営業部長

2019年６月 株式会社ディースパーク取締役社長（現任）

2019年７月 当社取締役（現任）

2024年1月 TENPOS MYANMAR Co.,Ltd. DIRECTOR（現任）

(注)2
 

1,300
 

取締役
 グループ
 管理部長
 (注)4

森下　和光 1949年３月３日

1998年６月 当社入社

2001年７月 当社取締役管理部長

2013年７月 当社取締役グループ管理部長

2015年３月 株式会社スタジオテンポス代表取締役(現任)

2015年12月 当社取締役グループ管理室長（現任）

2016年12月
株式会社テンポスフィナンシャルトラスト代表取締役
（現任）

2018年４月 株式会社テンポスバスターズ取締役（現任）

2018年４月 キッチンテクノ株式会社代表取締役（現任）

2018年７月 株式会社テンポス情報館取締役（現任）

2023年９月
株式会社ヤマト（現ヤマトサカナ株式会社）取締役
（現任）

2024年1月 TENPOS MYANMAR Co.,Ltd. DIRECTOR（現任）

(注)2 376,100

取締役
 営業本部長

遠山　貴史 1984年１月31日

2006年４月 当社入社

2009年２月 当社名古屋千種店　店長

2011年９月 当社名古屋中川店 店長

2012年５月 当社春日井店　店長

2013年６月 当社九州・中四国　エリアマネージャー

2016年５月 当社東海エリア　エリアマネージャー

2018年３月 株式会社テンポスバスターズ西日本営業部　部長

2019年８月
株式会社テンポスバスターズ取締役営業本部長（現
任）

2022年７月 当社取締役（現任）

(注)2 1,782

取締役
 広報・販促部広

報課長
中田　千夏 1991年３月12日

2013年４月
株式会社テンポス店舗企画（現株式会社テンポスフィ
ナンシャルトラスト）　入社

2017年８月 当社営業企画課

2018年７月 当社広報・販促部　広報担当

2022年７月 当社取締役（現任）

2022年11月 当社広報・販促部　広報課長（現任）

(注)2 990

取締役 石﨑　冬貴 1984年12月10日

2011年12月 弁護士法人横浜パートナー法律事務所　入所

2022年２月 法律事務所フードロイヤーズ　代表弁護士

2022年７月 当社取締役（現任）

(注)2 ―

取締役 西川　心二 1980年９月17日

2002年５月 有限会社オートフリーダム　入社

2005年５月 株式会社エスティーエス　入社

2009年２月 株式会社アシスト設立　代表取締役（現任）

2022年７月 当社取締役（現任）

(注)2 100

常勤
監査役
(注)1

樋口　宣行 1946年７月25日

1971年４月 日本航空株式会社入社

1981年７月 日本航空開発株式会社出向

1985年12月 日本航空株式会社東京貨物支店マネージャー

1989年３月 関西国際空港株式会社出向

1991年12月 日本航空株式会社関連事業本部第一事業グループ長

1994年６月 日本航空株式会社調達部航空機調達グループ長

1998年９月 MICON AMERICA INC.社長兼CEO

2002年７月 日航財団事務局長

2006年６月 日航財団常務理事

2012年７月 当社常勤監査役（現任）

(注)3 ―

 

監査役
(注)1

増田　洋一 1954年５月24日

1979年４月 株式会社第一コンピューターサービス入社

1993年６月 同社取締役

2004年12月 同社代表取締役（現任）

2013年７月 当社監査役

2023年７月 当社監査役（現任）

(注)3 ―

監査役
(注)5

近藤　勝重 1946年４月19日

1969年11月 株式会社ダイエー入社

2000年９月
株式会社ダイエー・ホールディング・コーポレーショ
ン代表取締役

2006年５月 株式会社三和デンタル社外監査役（現任）

2012年６月 日本ＣＦＯ協会理事（現任）

2018年７月 当社監査役（現任）

(注)3 1,000

計 2,231,772
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(注) １．常勤監査役樋口宣行氏及び監査役増田洋一氏は社外監査役であります。

２．取締役の任期は2024年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、2025年4月期にかかる定時株主総会の終結

の時までであります。なお、石﨑冬貴氏、西川心二氏は社外取締役であります。

３. 監査役の任期は以下の通りであります

　　樋口宣行氏　2024年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、2028年4月期にかかる定時株主総会の終結の

時まで、増田洋一氏　2023年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、2027年4月期に係る定時株主総会終

結の時まで、近藤勝重氏　2022年4月期にかかる定時株主総会終結の時から2026年4月期にかかる定時株主総

会終結の時までであります。

４．取締役森下和光は、代表取締役社長森下篤史の弟であります。

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、第30回定時株主総会にて、会社法会社法

会社法第329条第３項に定める補欠監査役として近藤勝重氏を選任しておりましたが、会社法第335条3項及

び当社定款の定めにより、当該補欠監査役は監査役に就任しております。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下の通りであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数（株）

菅沼　佳一郎 1950年5月25日

1972年４月

1978年６月

1982年９月

2011年７月

2022年10月

市松金属工業株式会社入社

医療社団法人ますみ会渡辺外科内科医院入社

株式会社三和デンタル設立代表取締役

当社監査役

株式会社三和デンタル相談役（現任）

(注) 2,100

 

(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から選任した監査役の任期の満了の時までであります。

 
②社外役員の状況

当社の社外取締役は、石﨑冬貴氏、西川心二氏の２名であります。また、社外監査役は樋口宣行氏及び増田洋

一氏の2名であります。

当社と社外取締役及び社外監査役との間には、以下に記載している事項以外に、人的関係、資本的関係または

取引関係その他の利害関係はございません。社外取締役及び社外監査役は一定の独立性を確保するだけでなく、

社会・経済情勢等に関する客観的、専門的な高い見識と豊富な経験に基づいた助言及び監督により経営の健全性

及び効率性の確保に資することを考慮し選任しております。

石﨑冬貴氏は、弁護士として一般企業及び飲食店法務に携わっており、法務・ガバナンスに見識があることに

加え、当社業務との利益相反が生じる恐れがないことから、社外取締役及び独立役員に選任しております。

西川心二氏は、自ら起業し、企業経営に関する見識があることに加え、当社業務との利益相反関係に該当する

事項がないことから社外取締役及び独立役員に選任しております。当社との間に特筆すべき利害関係はありませ

んが、同氏は当社株式100株を保有しています。

樋口宣行氏は、長年にわたる事業経営と企画運営の経験を生かし、当社の監査業務をこなす能力を保有してい

ることに加え、当社と特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから、その独立性

は十分に確保されていると判断し、社外監査役及び独立役員として選任しております。

増田洋一氏は長年に亘る事業経営の知見を活かし、当社監査体制の強化を図れることに加え、当社と特別な利

害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから、その独立性は十分に確保されていると判断

し、社外監査役及び独立役員として選任しております。

社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準については、証券取引所の独立役員の独立性

に関する判断基準を当社基準としております。

 
③社外取締役又は社外監査役による監査又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

当社は、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しており、監査役と連携を取りながら、業務監査計画に基づ

いて監査を実施しております。また、内部監査室は法令遵守や内部統制の有効性等について監査を行い、代表取

締役に報告しております。なお、内部監査室は、監査役と毎月打ち合わせを行っており、会計監査人とは、四半

期ごとに打ち合わせを行っております。

監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名、そのうち２名が社外監査役であることから独立性の高い客

観的な立場から経営の監査を行う体制となっております。また、取締役会に出席し、取締役の業務執行を監督す

るとともに、監査役会を毎月開催し、監査情報の共有を図り、リスク管理、コンプライアンス、事業及び財務報

告の信頼性の確保、内部統制及び安全対策を監督できる体制をとっております。

監査役は、会計監査人より監査計画を事前に受領し、監査方針について意見交換を行っており、監査の方法や

結果について定期的に会計監査人より報告を受けております。　 　

監査役、会計監査人、内部監査部門である内部監査室の三者により、四半期毎に監査内容や当社の課題事項に

ついて情報交換を行っております。
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(3) 【監査の状況】

①監査役監査の状況

当社の各監査役は、常勤監査役1名、非常勤監査役2名の計3名で構成されており、そのうち2名が社外監査役で

あることから独立性の高い客観的な立場から経営の監査を行う体制となっております。

なお、社外監査役2名および監査役1名は、経理・財務の実務における長年の経験や、経営者としての豊富な経

験と幅広い見識を有しており、適切に監査を行っております。

当事業年度において当社は監査役会を13回開催しており、各監査役の出席状況は次のとおりです。

氏名 開催回数 出席回数

近藤　勝重 13回 13回

樋口　宣行 13回 13回

増田　洋一 10回 10回
 

監査役会における具体的な検討事項、活動内容は以下の通りです。

・定例及び臨時の取締役会、その他重要会議への出席と適切な助言

・代表取締役、取締役、重要な使用人及び従業員からの業務状況の聴取

・当社及びグループ各社への定期訪問による業務監査・財産調査と棚卸監査

・当社管理部門からの四半期、半期、年度決算の計算書類、事業報告の点検監査の実施

・稟議書、決算書、契約等の重要な書類を閲覧、改善指導

・内部統制システムの実施状況の監視及び検証

・会計監査人の監査立会及び監査報告書の受領を通じての監査の適正性の担保、会計監査人からの意見聴取

常勤監査役の活動としては、年間の監査計画に基づき、取締役会への出席の他、その他の重要な会議及び打ち

合わせへの出席、子会社及びグループ会社並びに当社各店舗への訪問調査、内部監査室からの聴取等を実施し、

取締役等の職務の執行を監査しております。特にグループ会社、各店舗の往査・ヒアリングには力を入れ、その

対話から早期の現場課題・潜在リスクの把握に努め、それらを役員と共有しています。

 
②内部監査の状況

当社は内部監査部門として、社長直属の内部監査室（人員1名）を設置し、業務執行の正当性及び法令順守の徹

底を図るとともに内部統制機能の向上に取り組んでおり、当社及びグループ各社の営業部門ならびに管理部門の

監査を行っております。監査の過程で発見された不備については、当該現場への個別指導や責任者研修等を通

じ　改善への具体的提案と支援を行っています。内部監査室は、その監査計画及び方針について監査役会と事前

に協議し、監査役監査と連携を行うとともに、会計監査人とも連携を図りながら、グループ全体の内部統制シス

テムの監査も行っております。

また、コンプライアンス・リスク管理委員会は、社内取締役、監査役、内部監査人をメンバーとして構成さ

れ、この中で、監査で発見された課題が検討されるとともに、同委員会は定期的に取締役会に報告し、監査の実

効性の向上に努めています。

 
③会計監査の状況

a.監査法人の名称

有限責任大有監査法人

 
b.継続監査期間

18年間

 
c.業務を執行した公認会計士

鴨田　真一郎

桑原　桂子

 
d.監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　11名

その他　　　　２名

 
e.監査法人の選任方針と理由

当社グループの監査法人を選任するにあたり、当社グループの事業規模、事業範囲に適した会計監査人とし
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ての専門性、独立性及び監査品質の確保、監査計画及び監査体制の適切性を有し、会計監査が適正かつ妥当に

行われることを確保する体制を備えていることを考慮しました。当該監査法人はこれら各種の考慮すべき項目

及び体制を備えていると判断し、当社の会計監査人として選任しております。

 
f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役会は、有限責任大有監査法人の監査の方法及び結果に関して、相当性の評価を行っております。この

評価については、監査法人による監査報告、往査立会などを通じて監査実施内容を把握すると共に、品質監査

システム、独立性の確保、公認会計士・監査審査会等の検査結果、行政処分の有無などの項目を勘案した基準

に基づき評価を行い、相当性について問題がないと判断しております。

 
④監査報酬の内容等　

a.監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 26 － 35 －

連結子会社 26 － － －

計 53 － 35 －
 

 
b.監査公認会計士等と同一のネットワークに属する者に対する報酬

該当事項はありません。

 
c.その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

当連結会計年度より、当社の連結子会社である株式会社あさくまは、当社の監査公認会計当以外の監査公認

会計士等に対して監査証明業務に基づく報酬等を支払っており、その金額は21百万円であります。

 
d.監査報酬の決定方針

当社では、監査公認会計士等の監査計画・監査内容、監査に要する時間等を十分に考慮し、当社の会社規模

や業種の特性等の要素を勘案の上、会社法の定めに従い監査役会の事前の同意を得て、適切に監査報酬額を決

定しております。

 
e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査

計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認

し、当連結会計年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399

条第１項の同意を行っております。

 
(4) 【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針）を取締役会にて定めております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役会の個人別報酬等について、報酬等の内容と決定方法及び決定さ

れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うも

のであると判断しております。

決定方針は以下の通りです。

 
ａ．基本報酬（金銭報酬）の個人別報酬等の決定に関する方針（報酬等の与える時期または条件の決定に関す

る方針を含む）

当社の取締役の報酬は、月額の固定報酬（確定額報酬）とし、役員報酬規程に基づき、株主総会で決定され

た報酬の範囲内で、当社取締役に求められる能力、責任や将来の企業価値向上に向けた職責、役位、在任年数

等を考慮し、これまでの経歴、職歴や職務等を勘案しつつ適正な報酬額を決定するものとします。

ｂ．業績連動報酬等について業績指標の内容、額または数の算定方法

業績連動報酬等については採用しておりません。

ｃ．非金銭報酬等（株式報酬やストックオプション及び譲渡制限付株式等）の内容、額、若しくは数または算

定方法
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当社の取締役の非金銭報酬等は、ストックオプション（SＯ）としての新株予約権または譲渡制限付株式（Ｒ

Ｓ）とし、業務執行を担う取締役に対して支払うこととします。なお、ストックオプションとしての新株予約

権に関する報酬等及び譲渡制限付き株式に関する報酬の額は、前年以前の支給実績をもとに、業績及び当社に

おける業務執行の状況、貢献度等を基準として決定します。ストックオプションとしての新株予約権の算定式

は、割当日においてブラック・ショールズ・モデルを用いて算定する新株予約権１個当たりの公正価額に、割

り当てる新株予約権の個数を乗じて算定します。譲渡制限付株式は、取締役会決議日の前営業日の東京証券取

引所における当社の普通株式の終値に、割り当てる譲渡制限付株式の個数を乗じて算定いたします。

ｄ．上記ａ～ｃの割合（構成比率）

固定報酬が個人別の報酬等の額のほぼ全額を占めますが、業務執行を担う取締役に対しては報酬の一部とし

て非金銭報酬を付与することができることとしております。

ｅ．報酬等を与える時期・条件の決定に関する方針

固定報酬は金銭とし、在任中に毎期定期的に支払います。

ｆ．報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する事項

（ア）委任を受ける者の氏名または当該会社での地位・担当

役職　代表取締役社長　氏名　森下　篤史

（イ）委任する権限の内容

（ア）の個人別の金額の決定

ｇ．報酬等の内容の決定方法

記載に該当する事項はありません

ｈ．その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項

記載に該当する事項はありません

 
②提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬等

左記の内、
非金銭報酬等

　取締役
（社外役員を除く）

29 29 － － 2

　監査役
（社外役員を除く）

1 1 － － 1

　社外役員 4 4 － － 4
 

　　（注）取締役の報酬には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。

 
③提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

(5) 【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社グループは、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外である投資株式の区分について、株

式の価値の変動または株式に係る配当によって、利益を受ける事を目的とする投資を純投資目的である投資株式

とし、それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

 
②提出会社における株式の保有状況

提出会社については以下のとおりであります。

 
イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有目的の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式は、毎年、取締役会で個別銘柄毎に、取引量や安全性など

の定量評価および企業価値向上へ資するか否かの定性評価を行い、保有継続可否の判断をし、継続して保有す

る必要のない株式の売却を意思決定しています。
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b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の合計
額（百万円）

非上場株式 1 2

非上場株式以外の株式 1 0
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 
c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

株式会社ＤＤホール
ディングス

100 100
（保有理由）取引関係強化 無

0 0
 

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 
ロ.保有目的が純投資目的である投資株式

区分
当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式以外の株式 1 101 － －
 

 

区分
当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の合計額
（百万円）

評価損益の合計額
（百万円）

非上場株式以外の株式 － － 5
 

 
③キッチンテクノ株式会社における株式の保有状況

当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上）が最も大きい会社の次に大きい

会社であるキッチンテクノ株式会社については以下のとおりであります。

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有目的の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式は、毎年、取締役会で個別銘柄毎に、取引量や安全性など

の定量評価および企業価値向上へ資するか否かの定性評価を行い、保有継続可否の判断をし、継続して保有す

る必要のない株式の売却を意思決定しています。

 
b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の合計
額（百万円）

非上場株式以外の株式 1 39
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式の増加に係る取得価
格の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式以外の株式 1 1 取引先持株会による株式数増加
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（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 
c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

株式会社セブン＆アイ・
ホールディングス（注）

17,718 5,576 （保有理由）取引先持株会
（増加理由）取引先持株会によ
る株式数増加

無
39 33

 

（注）2024年２月29日を基準日（効力発生日：2024年３月１日）とした株式分割（普通株式１株を３株）を行ってお

ります。

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 
ロ.保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)」に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2023年5月1日から2024年4月30日まで)

及び事業年度(2023年5月1日から2024年4月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について有限責任大有監査法人によ

り監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容や変更等を適切に把握し、社内周知するため各種セミナーへ積極的に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,367 10,465

  受取手形及び売掛金 1,621 2,210

  棚卸資産 ※1  3,849 ※1  4,438

  その他 490 552

  貸倒引当金 △3 △1

  流動資産合計 16,326 17,665

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※2  439 ※2  1,785

   機械装置及び運搬具（純額） ※2  52 ※2  150

   土地 87 124

   その他（純額） ※2  68 ※2  223

   有形固定資産合計 648 2,284

  無形固定資産   

   のれん - 1,197

   その他 102 106

   無形固定資産合計 102 1,304

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  103 ※3  236

   関係会社株式 ※4  1,003 ※4  1,196

   長期貸付金 389 358

   敷金及び保証金 902 1,139

   繰延税金資産 202 290

   破産更生債権等 813 813

   その他 103 131

   貸倒引当金 △1,234 △1,202

   投資その他の資産合計 2,284 2,963

  固定資産合計 3,035 6,552

 資産合計 19,361 24,218
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,941 2,648

  １年内返済予定の長期借入金 12 314

  未払法人税等 395 656

  株主優待引当金 198 212

  契約負債 643 760

  賞与引当金 305 337

  製品保証引当金 24 30

  その他 1,254 1,729

  流動負債合計 4,775 6,689

 固定負債   

  長期借入金 92 2,155

  退職給付に係る負債 5 5

  資産除去債務 87 248

  その他 131 185

  固定負債合計 317 2,594

 負債合計 5,092 9,283

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 499 499

  資本剰余金 893 -

  利益剰余金 12,492 14,221

  自己株式 △993 △974

  株主資本合計 12,891 13,746

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5 14

  その他の包括利益累計額合計 5 14

 新株予約権 214 216

 非支配株主持分 1,157 956

 純資産合計 14,268 14,934

負債純資産合計 19,361 24,218
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年５月１日
　至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
　至 2024年４月30日)

売上高 31,284 37,074

売上原価 19,248 22,738

売上総利益 12,036 14,336

販売費及び一般管理費 ※1  9,815 ※1  11,511

営業利益 2,220 2,824

営業外収益   

 受取利息 1 2

 受取配当金 0 0

 貸倒引当金戻入額 14 31

 持分法による投資利益 67 170

 補助金収入 11 -

 その他 39 46

 営業外収益合計 135 251

営業外費用   

 支払利息 2 3

 助成金減額損 37 -

 その他 3 3

 営業外費用合計 44 6

経常利益 2,311 3,069

特別利益   

 圧縮未決算特別勘定戻入額 13 -

 その他 10 -

 特別利益合計 23 -

特別損失   

 固定資産除却損 ※2  2 ※2  8

 店舗閉鎖損失 10 -

 和解金 8 -

 減損損失 ※3  39 ※3  30

 特別損失合計 62 38

税金等調整前当期純利益 2,272 3,030

法人税、住民税及び事業税 857 1,063

法人税等調整額 △5 △75

法人税等合計 851 987

当期純利益 1,421 2,043

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△6 70

親会社株主に帰属する当期純利益 1,427 1,972
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年５月１日
　至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
　至 2024年４月30日)

当期純利益 1,421 2,043

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 0 8

 その他の包括利益合計 0 8

包括利益 1,422 2,052

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,428 1,981

 非支配株主に係る包括利益 △6 70
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2022年５月１日　至 2023年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本
その他の包括利益累計

額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 509 843 11,183 △1,009 11,527 5 5 199 1,185 12,916

当期変動額           

減資 △10 10   －     －

連結子会社株式の取

得による持分の増減
    －     －

剰余金の配当   △119  △119     △119

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,427  1,427     1,427

自己株式の処分  46  15 62     62

資本移動に伴う持分

の変動
 △6   △6     △6

利益剰余金から資本

剰余金への振替
    －     －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     0 0 15 △27 △11

当期変動額合計 △10 49 1,308 15 1,364 0 0 15 △27 1,352

当期末残高 499 893 12,492 △993 12,891 5 5 214 1,157 14,268
 

 
 当連結会計年度(自 2023年５月１日　至 2024年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本
その他の包括利益累計

額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 499 893 12,492 △993 12,891 5 5 214 1,157 14,268

当期変動額           

減資     －     －

連結子会社株式の取

得による持分の増減
 △1,092   △1,092     △1,092

剰余金の配当   △107  △107     △107

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,972  1,972     1,972

自己株式の処分  63  18 82     82

資本移動に伴う持分

の変動
    －     －

利益剰余金から資本

剰余金への振替
 136 △136  －     －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     8 8 2 △200 △189

当期変動額合計 － △893 1,729 18 855 8 8 2 △200 665

当期末残高 499 － 14,221 △974 13,746 14 14 216 956 14,934
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年５月１日
　至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
　至 2024年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 2,272 3,030

 減価償却費 144 230

 持分法による投資損益（△は益） △67 △170

 のれん償却額 - 63

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 △32

 賞与引当金の増減額（△は減少） 37 2

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △6 6

 株主優待引当金の増減額（△は減少） 3 13

 圧縮未決算特別勘定戻入額 △13 -

 受取利息及び受取配当金 △2 △3

 固定資産除売却損益（△は益） 2 8

 減損損失 39 30

 補助金収入 △11 -

 店舗閉鎖損失 10 -

 支払利息 2 3

 資産除去債務戻入益 △0 -

 売上債権の増減額（△は増加） △275 △116

 棚卸資産の増減額（△は増加） △674 △370

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △167 1

 仕入債務の増減額（△は減少） 104 466

 未払消費税等の増減額（△は減少） 20 93

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 1 79

 その他 32 37

 小計 1,433 3,372

 利息及び配当金の受取額 2 2

 利息の支払額 △2 △3

 法人税等の支払額 △1,026 △772

 助成金の受取額 242 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 649 2,600
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年５月１日
　至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
　至 2024年４月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 長期貸付金の回収による収入 6 31

 有形固定資産の取得による支出 △174 △318

 有形固定資産の売却による収入 0 8

 無形固定資産の取得による支出 △14 △24

 投資有価証券の取得による支出 △15 △97

 子会社株式の取得による支出 - △20

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ 
る支出

- △888

 敷金及び保証金の差入による支出 △11 △42

 敷金及び保証金の回収による収入 11 22

 資産除去債務の履行による支出 △9 -

 その他 2 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △206 △1,328

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の返済による支出 △250 -

 長期借入れによる収入 - 500

 長期借入金の返済による支出 △152 △135

 自己株式の売却による収入 29 -

 連結子会社の自己株式の取得による支出 △30 -

 ストックオプションの行使による収入 12 43

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 - △6

 配当金の支払額 △119 △107

 連結子会社の株式の発行による収入 2 -

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

- △1,363

 財務活動によるキャッシュ・フロー △507 △1,069

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65 202

現金及び現金同等物の期首残高 10,432 10,367

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  10,367 ※1  10,570
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　14社

連結子会社の名称

株式会社テンポスバスターズ

株式会社テンポスフィナンシャルトラスト

株式会社テンポスドットコム

株式会社テンポス情報館

株式会社あさくま

株式会社あさくまサクセッション

株式会社スタジオテンポス

株式会社プロフィット・ラボラトリー

キッチンテクノ株式会社

株式会社ディースパーク

株式会社ドリームダイニング

株式会社テンポスフードプレイス

ウエスト厨機株式会社

ヤマトサカナ株式会社

　なお、当連結会計年度中に、当社が新たにヤマトサカナ株式会社の全株式を取得したことに伴い、連結の

範囲に含めることとしました。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

株式会社テンポジンパーソナルエージェント　他3社

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 
２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数　2社

株式会社オフィスバスターズ

エスパー株式会社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の名称等

株式会社テンポジンパーソナルエージェント　他5社

（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　株式会社あさくま、株式会社あさくまサクセッションの決算日は１月31日、株式会社プロフィット・ラボラト

リー、キッチンテクノ株式会社、株式会社ディースパーク、株式会社ドリームダイニング、ウエスト厨機株式会

社、ヤマトサカナ株式会社の決算日は３月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては直近決算に基づく

財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引ついては、連結上必要な調整を

行っております。

　当連結会計年度において、株式会社あさくま及び株式会社あさくまサクセッションは決算日を３月31日から１

月31日に変更し、当連結会計年度における会計期間は10ヶ月となっております。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
　
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

ハ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
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時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用してお

ります。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

イ 商品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切り下げの方法）を採用しております。

ロ 製品及び仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価の切り下げの方法）を採用しております。

ハ 原材料及び貯蔵品

仕入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）及び最終仕入原価法（貸借対照表価額

については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年4月1日以降に取得

した建物付属設備及び構築物については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。

建物及び構築物　　　3～41年

機械装置及び運搬具　2～20年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用しております。

③ リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引によるリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額

を計上しております。

③ 製品保証引当金

製品引渡後の保証期間内の補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき当連結会計年度の売上高に

対応する発生見込額を計上しております。

④ 株主優待引当金

当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、当連結会計年

度末に発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社および連結子会社の主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する通常の時点は以下のと

おりであります。

     ① 物販事業

物販事業における収益は、主に商品または製品の販売によるものであります。当該事業の収益認識時点

は、顧客に商品または製品を引き渡した時点で収益を認識しております。

　　　② 情報・サービス事業

情報・サービス事業における収益は、主にサービスの提供によるものであります。当該事業の収益認識時

点は、顧客にサービスを提供した時点で収益を認識しております。

　　　③ 飲食事業

飲食事業における収益は、主に飲食サービスの提供によるものであります。当該事業の収益認識時点は、

サービスを提供した時点、商品については顧客に引き渡した時点にそれぞれ収益を認識しております。

なお、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る
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額から当該他の当事者に支払う額を差し引いた純額を収益として認識しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　10年で均等償却しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(重要な会計上の見積り)

会計上の見積りにより、当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上しており、翌連結会計年度の連結財務

諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

 
　1.　のれんの評価

　（1）当連結会計年度に連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度

（2023年４月30日）
当連結会計年度

（2024年４月30日）

のれん －百万円 1,197百万円
 

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、ヤマトサカナ株式会社の株式取得時の超過収益力を前提としたのれんを計上しており、その効果

が発現すると見積もられる期間で均等償却しております。のれんの減損の兆候の把握においては、支配獲得時に識別

した超過収益力の評価も踏まえ検討しており、減損の兆候を識別した場合には、将来の事業計画を基礎に算定された

割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較して、減損損失の認識の要否を判定しております。減損損失の認識

が必要とされた場合、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。

当連結会計年度において、のれんは減損の兆候はないと判断しておりますが、当該見積りは将来の不確実な経済条

件の変動などによって影響を受ける可能性があることから、翌連結会計年度の連結財務諸表において、のれんにかか

る減損損失が発生する可能性があります。

 
　2.　固定資産（のれんを除く）の減損

　（1）当連結会計年度に連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度

（2023年４月30日）
当連結会計年度

（2024年４月30日）

有形固定資産 648百万円 2,284百万円

無形固定資産（のれんを除く） 102 〃 106 〃

減損損失 39 〃 30　〃
 

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す店舗及び営業所を最小単位として資産のグルーピングを行ってお

ります。

　　収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前キャッシュ・フ

ローの総額と帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、減損損失の認識が必要と

された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。

　　これらの見積りにおいて用いた仮定には不確実性が伴うため、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及

ぼす可能性があります。その結果、翌連結会計年度の連結財務諸表において追加の減損損失が発生する可能性があり

ます。

 
　3.　繰延税金資産

　（1）当連結会計年度に連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度

（2023年４月30日）
当連結会計年度

（2024年４月30日）

繰延税金資産 202百万円 290百万円
 

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　当社グループは、繰延税金資産について、将来の事業計画に基づいた課税所得によって、回収可能性があると判断

した将来減算一時差異について、繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の

見積りに依存するため、その見積りを前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、翌連結会計年度の連結財務

諸表において繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。
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　4.　資産除去債務

　（1）当連結会計年度に連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度
（2023年４月30日）

当連結会計年度
（2024年４月30日）

資産除去債務 87百万円 259百万円
 

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報

　　当社グループは、店舗建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等について、店舗別に直近の退店時の原状回復

費用実績に基づき店舗1坪当たり費用を見積り、それらを既存店舗の建築坪数に乗じて資産除去債務を計上しておりま

す。

　　資産除去債務の履行時期を予測することや将来の最終的な除去費用を見積ることは困難であり、これらの見積りに

おいて用いた仮定には不確実性が伴うため、翌連結会計年度に係る連結財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。

 
(表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めて表示しておりました「契約負債」は、金額的重要性

があると判断したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に表示していた1,897百万円は、「契約負債」643

百万円、「その他」1,254百万円として組み替えております。

 
(会計上の見積りの変更)

資産除去債務の見積りの変更

当連結会計年度において、一部の連結子会社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去

債務について、店舗の退去時に必要とされる原状回復費用に関する新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して

の見積りの変更を行いました。

この見積りの変更による増加額24百万円を、変更前の資産除去債務残高に加算しております。

 
(連結貸借対照表関係)

※１．棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

商品及び製品 3,611百万円 4,115百万円

原材料及び貯蔵品 43　〃 144　〃

仕掛品 173　〃 115　〃

未着品 21　〃 62　〃
 

 
※２．有形固定資産の減価償却累計額は次の通りであります。

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 3,205百万円 5,126百万円
 

 
※３．担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

投資有価証券 14百万円 14百万円
 

　　　　宅地物件取引業法による営業保証金であります。

 
※４．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

関係会社株式 1,003百万円 1,196百万円
 

 

EDINET提出書類

株式会社テンポスホールディングス(E02953)

有価証券報告書

46/89



 

　５．当座貸越契約

　　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

　　　当社連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入れ実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

当座貸越限度額 2,100百万円 300百万円

借入実行額 －　〃 －　〃

借入れ未実行残高 2,100　〃 300　〃
 

 
(連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2022年５月１日
至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
至 2024年４月30日)

給料手当及び諸手当 4,111百万円 5,121百万円

地代家賃 1,814　〃 1,868　〃

貸倒引当金繰入額 0　〃 1　〃

賞与引当金繰入額 316　〃 287　〃

株主優待引当金繰入額 136　〃 146　〃
 

 
※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2022年５月１日
至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
至 2024年４月30日)

建物及び構築物 2百万円 －百万円

工具器具備品 －　〃 1　〃

無形固定資産 －　〃 6　〃
 

 
※３．減損損失の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度（自　2022年５月１日　至　2023年４月30日）

会社区分 場所 用途 種類

株式会社あさくま

愛知県稲沢市 店舗 工具器具及び備品

愛知県名古屋市 店舗
建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具器具
及び備品

神奈川県川崎市 店舗 建物及び構築物

神奈川県藤沢市 店舗 建物及び構築物

岐阜県岐阜市 店舗
建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具器具
及び備品

埼玉県川越市 店舗 建物及び構築物

静岡県浜松市 店舗 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他

静岡県静岡市 店舗 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他

静岡県藤枝市 店舗 工具器具及び備品

千葉県流山市 店舗 建物及び構築物

千葉県松戸市 店舗 工具器具及び備品

東京都八王子市 店舗 工具器具及び備品

東京都練馬区 店舗 工具器具及び備品

茨城県つくば市 店舗 建物及び構築物
 

 
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す店舗及び営業所を最小単位として資産のグルーピングを行っ

ております。収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前

キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、減損

損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識してお

ります。

　その内訳は、建物及び構築物32百万円、機械装置3百万円、工具器具及び備品3百万円であります。なお、当資
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産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、店舗については割引前将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため割引率の記載を省略しております。

 
当連結会計年度（自　2023年５月１日　至　2024年４月30日）

会社区分 場所 用途 種類

株式会社あさくま

愛知県大府市 店舗 建物及び構築物

神奈川県相模原市 店舗 建物及び構築物、工具器具及び備品

埼玉県川越市 店舗 建物及び構築物

東京都八王子市 店舗 工具器具及び備品

岐阜県岐阜市 店舗 建物及び構築物、機械装置、工具器具及び備品

埼玉県越谷市 店舗 建物及び構築物、工具器具及び備品

千葉県松戸市 店舗 建物及び構築物、工具器具及び備品

神奈川県藤沢市 店舗 建物及び構築物、工具器具及び備品

静岡県浜松市 店舗 建物及び構築物

株式会社あさくま
サクセッション

東京都世田谷区 店舗 建物及び構築物

埼玉県さいたま市 店舗 建物及び構築物
 

 
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す店舗及び営業所を最小単位として資産のグルーピングを行っ

ております。収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前

キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、減損

損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識してお

ります。

　その内訳は、建物及び構築物23百万円、機械装置0百万円、工具器具及び備品6百万円であります。なお、当資

産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、店舗については割引前将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため割引率の記載を省略しております。

 
(連結包括利益計算書関係)

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

前連結会計年度
（自　2022年５月１日

　　至　2023年４月30日）

当連結会計年度
（自　2023年５月１日

　　至　2024年４月30日）

その他有価証券評価差額金     
　当期発生額 1 百万円 12 百万円

　組替調整額 － 百万円 － 百万円

　　税効果調整前 1 百万円 12 百万円

　　税効果額 △0 百万円 △4 百万円

　　その他有価証券評価差額金 0 百万円 8 百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　2022年５月１日 至 2023年４月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,314,800 ― ― 14,314,800
 

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,400,132 124 29,091 2,371,165
 

　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は以下の通りであります。

　　　譲渡制限付株式報酬の没収による増加　　      　　　124株

　　減少数の内訳は以下の通りであります。

　　　譲渡制限付株式報酬の付与による減少　　   　　　 4,291株

　　　新株予約権の権利行使による減少　　     　     12,100株

　　　連結子会社が保有する親会社株式の処分による減少　12,700株

 
３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計年度
末残高（百万

円）
当連結
会計年
度期首

当連結
会計年
度増加

当連結
会計年
度減少

当連結
会計年
度末

提 出 会 社
（親会社）

ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 214

合計 ― ― ― ― ― 214
 

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年6月10日
取締役会

普通株式 119 10 2022年4月30日 2022年7月28日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年6月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 107 9 2023年4月30日 2023年7月28日
 

 
当連結会計年度（自　2023年５月１日 至 2024年４月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,314,800 ― ― 14,314,800
 

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,371,165 609 45,667 2,326,107
 

　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は以下の通りであります。

　　　譲渡制限付株式報酬の没収による増加　　      　　　609株

　　減少数の内訳は以下の通りであります。

　　　譲渡制限付株式報酬の付与による減少　　   　　　 6,667株

　　　新株予約権の権利行使による減少　　     　      39,000株
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３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計年度
末残高（百万

円）
当連結
会計年
度期首

当連結
会計年
度増加

当連結
会計年
度減少

当連結
会計年
度末

提 出 会 社
（親会社）

ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 216

合計 ― ― ― ― ― 216
 

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年6月13日
取締役会

普通株式 107 9 2023年4月30日 2023年7月28日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年6月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 107 9 2024年4月30日 2024年7月26日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 2022年５月１日
至 2023年４月30日)

当連結会計年度
(自 2023年５月１日
至 2024年４月30日)

現金及び預金勘定 10,367百万円 10,465百万円

その他資産に含まれる預け金 －　百万円 104百万円

現金及び現金同等物 10,367百万円 10,570百万円
 

 
　※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の試算及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに連結子会社ヤマトサカナ株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びにヤマトサカナ株式会社の取得価額とヤマトサカナ株式会社取得のための支出(純額）との関係は次のとお

りです。 

流動資産 1,915 百万円

固定資産 1,827 〃

のれん 1,260 〃

流動負債 △833 〃

固定負債 △1,981 〃

　株式の取得価額 2,190 〃

現金及び現金同等物 1,301 〃

差引：取得のための支出 △888 〃
 

 
(金融商品関係)

1.金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については主として安全性が高い預金等により運用し、また、資金調達については

必要に応じて銀行借入により行う方針であります。デリバティブ取引等の投機的な取引は、行わない方針であり

ます。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主に満期保有目的債券、取引先企業に関連する株式及び営業保証金として供託している国債で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、主に賃貸借契約等に基づく敷金及び保証金であり、差入先の信用リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である支払手形及び買掛金、借入金については、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権に係る信用リスクは、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を
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行うとともに、取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

満期保有目的の債券は、各付けの高い債権のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により

表わされております。

　②市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部門からの報告に基づき、随時に資金繰状況を把握して管理するとともに、手許流動性の

維持等取引銀行と当座貸越契約を締結する等して、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価等は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

（5）信用リスクの集中

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち、特定の大口顧客に対するものはありません。

 
　2.金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
 

前連結会計年度(2023年４月30日) （単位：百万円)

 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1)投資有価証券    

　　　満期保有目的の債券 68 66 △1

　　　その他有価証券 35 35 －

(2)敷金及び保証金 902 899 △2

資産計 1,012 1,001 △4

(3)長期借入金（注） 105 105 △0

負債計 105 105 △0
 

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」および「未払法人税等」につ

いては、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。

　　２．1年以内の期限到来分を含めて記載しております。

３．市場価格のない株式等は、（1）投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。

 （単位：百万円)

区分 前連結会計年度

関係会社株式 1,003
 

 

当連結会計年度(2024年４月30日) （単位：百万円)

 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1)投資有価証券    

　　　満期保有目的の債券 68 66 △1

　　　その他有価証券 165 165 －

(2)敷金及び保証金 1,139 1,064 △74

資産計 1,373 1,297 △75

(3)長期借入金（注） 2,469 2,400 △69

負債計 2,469 2,400 △69
 

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」および「未払法人税等」につ

いては、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。

　　２．1年以内の期限到来分を含めて記載しております。

３．市場価格のない株式等は、（1）投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。
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 （単位：百万円)

区分 当連結会計年度

関係会社株式（注） 1,196

投資有価証券 2
 

　（注）TOKYO PRO Marketに上場している株式が1,074百万円含まれておりますが、極端に流動性が低いため、市場価

格のない株式等に含めております。

 
(注1)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2023年４月30日)   (単位:百万円)

 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金及び預金 10,367 － － －

受取手形及び売掛金 1,621 － － －

投資有価証券     

　満期保有目的の債券 － － － 68

長期貸付金（注） 6 － － －

合計 11,994 － － 68
 

　（注）長期貸付金のうち389百万円については、回収予定額が見込めないため、上記金額には含まれておりませ

ん。

 
当連結会計年度(2024年４月30日)   (単位:百万円)

 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金及び預金 10,465 － － －

受取手形及び売掛金 2,210 － － －

投資有価証券     

　満期保有目的の債券 － － － 68

長期貸付金（注） 6 － － －

合計 12,681 － － 68
 

　（注）長期貸付金のうち357百万円については、回収予定額が見込めないため、上記金額には含まれておりませ

ん。

 
(注2)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　　　前連結会計年度(2023年４月30日)     (単位:百万円)

 1年以内
1年超

 2年以内
2年超

 3年以内
3年超

 4年以内
4年超

 5年以内
5年超

長期借入金 12 14 14 14 14 34

合計 12 14 14 14 14 34
 

 
　　　当連結会計年度(2024年４月30日)     (単位:百万円)

 1年以内
1年超

 2年以内
2年超

 3年以内
3年超

 4年以内
4年超

 5年以内
5年超

長期借入金 314 314 314 314 289 921

合計 314 314 314 314 289 921
 

 
　3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しており

ます。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　前連結会計年度（2023年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 35 － － 35

資産計 35 － － 35
 

 
　当連結会計年度（2024年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 165 － － 165

資産計 165 － － 165
 

 
 (2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　前連結会計年度（2023年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　国債 14 － － 14

　　社債 － 51 － 51

敷金及び保証金 － 899 － 899

資産計 14 951 － 965

長期借入金 － 105 － 105

負債計 － 105 － 105
 

 
　当連結会計年度（2024年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　国債 13 － － 13

　　社債 － 53 － 53

敷金及び保証金 － 1,115 － 1,115

資産計 13 1,168 － 1,182

長期借入金 － 2,400 － 2,400

負債計 － 2,400 － 2,400
 

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　投資有価証券

　　　上場株式、国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場

での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分

類しております。

 
　　敷金及び保証金

　差入保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、それぞれ信用リスクを加味した利率等を基に割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2023年４月30日） （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

連結貸借対照表計上額が時価を超えるもの    

　国債 14 14 △0

　社債 54 51 △0

小計 68 66 △1

連結貸借対照表計上額が時価を超えないもの    

　国債 － － －

　社債 － － －

小計 － － －

合計 68 66 △1
 

 
当連結会計年度（2024年４月30日） （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

連結貸借対照表計上額が時価を超えるもの    

　国債 14 14 △0

　社債 54 52 △0

小計 68 66 △1

連結貸借対照表計上額が時価を超えないもの    

　国債 － － －

　社債 － － －

小計 － － －

合計 68 66 △1
 

 
２．その他有価証券

前連結会計年度（2023年４月30日） （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　株式 33 19 13

小計 33 19 13

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　株式 2 2 －

小計 2 2 －

合計 35 21 13
 

 
当連結会計年度（2024年４月30日） （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　株式 165 131 34

小計 165 131 34

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　株式 2 2 －

小計 2 2 －

合計 168 133 34
 

 
３．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（2022年５月１日　至　2023年４月30日）

　　該当事項はありません。

 
　　当連結会計年度（2023年５月１日　至　2024年４月30日）

　　該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１.採用している退職給付制度の概要

当社の一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しておりましたが、

2017年4月に制度を廃止しました。制度の廃止時点までに退職金額は確定しておりますが、支給時期は退職時である

ため、引き続き簡便法に基づき計上しております。

 
２.簡便法を適用した確定給付制度

（１）簡便法を採用した制度の、退職給付にかかる負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自　2022年５月１日

 至　2023年４月30日)

当連結会計年度

(自　2023年５月１日

 至　2024年４月30日)

退職給付にかかる負債の期首残高 5 5

　退職給付費用 － －

　退職給付の支払額 － －

退職給付に係る負債の期末残高 5 5
 

 
（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(2023年４月30日)

当連結会計年度

(2024年４月30日)

非積立型制度の退職給付債務 5 5

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5 5

   
退職給付に係る負債 5 5

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5 5
 

 
（３）退職給付費用

該当事項はありません。

 
(ストック・オプション等関係）

１.ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名　　

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費 25百万円 25百万円
 

（注）　連結子会社である株式会社あさくまは、ストック・オプションの付与時点においては未公開企業であり、ス

トック・オプション等の単位当たりの本源的価値は零のため、費用計上はしておりません。

 
２.権利不行使による失効により利益として計上した金額　　

 前連結会計年度 当連結会計年度

特別利益「その他」 3百万円 －百万円
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　３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　（１）ストック・オプションの内容

　　a.提出会社

名称 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 2014年６月30日 2016年６月21日 2016年６月21日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役４名
当社子会社の取締役およ
び勤続１年以上の従業員
378名

当社取締役３名
当社子会社の取締役およ
び勤続10年以上の従業員
171名

当社取締役３名
当社子会社の取締役およ
び勤続10年以上の従業員
171名

株式の種類別のストック・オプ
ションの数（注）1

普通株式　155,700株 普通株式　127,300株 普通株式　140,300株

付与日 2014年９月１日 2016年９月９日 2016年９月９日

権利確定条件

付与日（2014年９月１
日 ） か ら 権 利 確 定 日
（2017年７月17日）まで
継続して勤務しているこ
と

付与日（2016年９月９
日 ） か ら 権 利 確 定 日
（2021年７月21日）まで
継続して勤務しているこ
と

付与日（2016年９月９
日 ） か ら 権 利 確 定 日
（2019年７月21日）まで
継続して勤務しているこ
と

対象勤務期間
2014年９月１日～
2017年７月17日

2016年９月９日～
2021年７月21日

2016年９月９日～
2019年７月21日

権利行使期間
2017年７月18日～
2024年７月17日

2021年７月22日～
2026年７月21日

2019年７月22日～
2026年７月21日

新株予約権の数（個）（注）2 74,000 950 1,048

新株予約権の目的となる株式の
種類（注）2

普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の
数（株）（注）2

65,000[64,700] 90,100[86,100] 101,700[101,100]

新株予約権の行使時の払込金額
（円）（注）2

1,045 1,000 1,644

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額（円）（注）2

― ― ―

新株予約権の行使の条件
（注）2

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社子会社
の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にある場合に限り、新株予約権を
行使することができる。ただし、当社又は当社子会社の取締役又は監査役の任期
満了による退任による退任、その他正統な事由により、当社又は当社子会社の取
締役、監査役又は取締役の地位を喪失した場合又は従業員が退職した場合はこの
限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項
（注）2

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項（注）2

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設
分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移
転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組
織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収
合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会
社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新
設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、
及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の
直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有
する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号の
イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権
をそれぞれ交付することとする。
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名称 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 2021年６月10日 2021年６月10日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役２名
当社子会社の取締役および勤続３年以
上の従業員243名

当社及び当社子会社の勤続３年以上の
従業員23名

株式の種類別のストック・オプ
ションの数（注）1

普通株式　174,150株 普通株式　10,475株

付与日 2021年９月１日 2021年９月１日

権利確定条件
付与日（2021年９月１日）から権利確
定日（2028年６月10日）まで継続して
勤務していること

付与日（2021年９月１日）から権利確
定日（2026年６月10日）まで継続して
勤務していること

対象勤務期間 2021年９月１日～2028年６月10日 2021年９月１日～2026年６月10日

権利行使期間 2028年６月10日～2033年６月９日 2026年６月10日～2031年６月９日

新株予約権の数（個）（注）2 174,150 10,475

新株予約権の目的となる株式の
種類（注）2

普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の
数（株）（注）2

174,150 10,475

新株予約権の行使時の払込金額
（円）（注）2

1,000 1,000

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額（円）（注）2

― ―

新株予約権の行使の条件
（注）2

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社子会
社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にある場合に限り、新株予約
権を行使することができる。ただし、当社又は当社子会社の取締役又は監査役
の任期満了による退任による退任、その他正統な事由により、当社又は当社子
会社の取締役、監査役又は取締役の地位を喪失した場合又は従業員が退職した
場合はこの限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項
（注）2

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項（注）2

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新
設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株
式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以
下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生
日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併
設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設
分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効
力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をい
う。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約
権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社
法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。

 

　（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　当連結会計年度末における内容を記載しております。当事業年度末の末日から提出日の前月末現在（2024

年6月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載して

おり、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

 
　(追加情報）

　「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(２)新株予約権等の状況　①ストックオプション制度の内容」

に記載すべき事項をストック・オプション等関係注記に集約して記載しております。
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ｂ.連結子会社（株式あさくま）

名称 第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 2017年３月14日 2018年12月13日

付与対象者の区分及び人数
取締役　　　　１名
従業員　　　　１名

従業員　38名

株式の種類別ストック・オプ
ションの数(注1）

普通株式　10,000株 普通株式　10,000株

付与日 2017年３月14日 2018年12月13日

対象勤務期間 定めなし 定めなし

権利行使期間
2019年３月15日～
2026年６月27日

2020年12月14日～
2028年６月26日

新株予約権の目的となる株式の
種類（注）2

普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の
数（株）

50 2,000

新株予約権の行使時の払込金額
（円）（注）2

1個につき310 1個につき483

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額（円）

発行価格　　310
資本組入額　155

発行価格　　483
資本組入額　242

新株予約権の行使の条件
（注）2

(1）新株予約権者は権利行使時において、当社の取締役、従業員及び顧問の
地位にあることを要す。但し、取締役を任期満了により退任した場合、従業
員が定年により退職した場合、又は契約満了により顧問を辞した場合にはこ
の限りではない。また、取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこの
限りではない。
（2）新株予約権の相続はこれを認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項
（注）2

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項（注）2

当社が組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下に定める株式会社
の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じ
て、次の各号に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。
①合併（当社が消滅する場合に限る）
　合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社
②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全　部また
は一部を承継する株式会社

③新設分割
　新設分割による設立する株式会社
④株式交換
　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社
⑤株式移転
　株式移転により設立する株式会社

 

（注）１　株式数に換算して記載しております。なお、2013年８月30日付で株式併合（普通株式５株を１株に併合）

による株式併合後の株式数に換算して記載しております。

　２　当連結会計年度末における内容を記載しております。なお有価証券報告書提出日の属する月の前月末

（2024年６月30日）現在において、これらの事項に変更はありません。

 
(追加情報）

　「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(２)新株予約権等の状況　①ストックオプション制度の内容」

に記載すべき事項をストック・オプション等関係注記に集約して記載しております。

 
（２）ストックオプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2024年４月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については株式数に換算して記載しております。
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　　　①ストック・オプションの数

　　a.提出会社

名称
第４回

新株予約権
第５回

新株予約権
第６回

新株予約権
第７回

新株予約権
第８回

新株予約権

決議年月日 2014年６月30日 2016年６月21日 2016年６月21日 2021年６月10日 2021年６月10日

権利確定前（株）      

　前連結会計年度末 － － － 174,150 10,475

　付与 － － － － －

　失効 － － － － －

　権利確定 － － － － －

　未確定残 － － － 174,150 10,475

権利確定後（株）      

　前連結会計年度末 65,000 90,100 101,700 － －

　権利確定 － － － － －

　権利行使 26,400 7,800 4,800 － －

　失効 － － － － －

　未行使残 38,600 82,300 96,900 － －
 

 
ｂ.連結子会社（株式会社あさくま）

 第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 2017年３月14日 2018年12月13日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 － －

　付与 － －

　失効 － －

　権利確定 － －

　未確定残 － －

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 50 2,000

　権利確定 － －

　権利行使 － －

　失効 － －

　未行使残 50 2,000
 

 
　②単価情報

　a.提出会社

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 2014年６月30日 2016年６月21日 2016年６月21日

権利行使価格（円） 1,045 100,000 164,400

行使時平均株価（円） 3,323 2,705 3,350

付与日における公正な
評価単価（円）

508 87,246 60,852
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　ｂ.連結子会社（株式会社あさくま）

 第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 2017年３月14日 2018年12月13日

権利行使価格（円） 310 483

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な
評価単価（円）

－ －
 

 
４．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与したストック・オプションはありません。

 
５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数は合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

 
６．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値の合計額及び

権利行使されたストック・オプションの権利子行使日における本源的価値

　　a.提出会社

　　　該当事項はありません。

 
　　b.連結子会社（株式会社あさくま）

　（1）当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ４百万円

　（2）当連結会計年度権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値　   －百万円

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

 
当連結会計年度
(2024年４月30日)

繰延税金資産    

製品保証引当金 8百万円  10百万円

貸倒引当金 410　〃  388　〃

株主優待引当金 61　〃  72　〃

新株予約権 66　〃  66　〃

賞与引当金 106　〃  118　〃

未払事業所税 17　〃  18　〃

未払事業税 30　〃  58　〃

有形固定資産 183　〃  145　〃

欠損金（注）1 455　〃  468　〃

その他 367　〃  175　〃

繰延税金資産小計 1,707百万円  1,522百万円

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △455　〃  △468　〃

　将来減算一次差異等に係る評価性引当額 △1,044　〃  △732　〃

評価性引当額小計 △1,500　〃  　△1,200　〃

繰延税金資産合計 207百万円  322百万円

繰延税金負債    
　その他有価証券評価差額金 △4百万円  △11百万円

　資産除去債務に対応する除去費用 －　〃  △23　〃　

繰延税金負債合計 △4百万円  △35百万円

繰延税金資産の純額 202百万円  286百万円
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（注）1.税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2023年４月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) － 39 145 34 － 236 455

評価性引当額 － 39 145 34 － 236 455

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当連結会計年度（2024年４月30日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 39 145 34 － 10 238 468

評価性引当額 39 145 34 － 10 238 468

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
 

 
前連結会計年度
(2023年４月30日)

 
当連結会計年度
(2024年４月30日)

法定実効税率 30.62％  30.62％

（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.01％  2.32％

住民税均等割 2.17％  1.49％

評価性引当額の増減 △0.71％  △9.89％

持分法投資損益 △0.91％  △1.72％

その他 3.28％  9.76％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.46％  32.58％
 

 
(企業結合等関係)

　１．取得による企業結合

（１）企業結合の概要

　①　被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称：ヤマトサカナ株式会社（旧商号：株式会社ヤマト）

　　　事業の内容　　　：鮮魚の加工、卸売、回転寿司、海鮮居酒屋の運営

 
　②　企業結合を行った主な理由

ヤマトサカナ株式会社は千葉県を中心として、新鮮な魚介類の卸事業、食品加工事業、回転寿司を中心とし

た飲食店事業、持帰り寿司を中心とした小売事業を有する企業です。今回の株式取得により、飲食店経営を自

社で行うことで、拡大及び立て直しのノウハウを身に付け、中堅飲食事業者へのコンサルタント業務に活か

し、また、飲食事業を伸ばすことで、売上の増加を目指しております。

 
　③　企業結合日

　　　　2023年９月27日（株式取得日）

　　　　2023年９月30日（みなし取得日）

 
　④　企業結合の法的形式

　　　　現金を対価とする普通株式の取得

 
　⑤　結合後企業の名称

　　　　変更はありません。

 
　⑥　取得した議決権比率

　　　　100.0％

 
　⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。
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（２）当連結会計年度の連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　2023年10月１日から2024年３月31日まで

 
（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 2,190百万円

取得原価  2,190百万円
 

 
（４）主要な取得関連費用の内容及び金額

　業務委託費費用等　　　　２百万円

 
（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　①　発生したのれんの金額

　　　1,260百万円

なお、のれんの金額は、第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額でありましたが、当連結会計年度末に確定しております。

 
　②　発生原因

　　　　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

 
　③　償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 
（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,915百万円

固定資産 1,827百万円

資産合計 3,743百万円
 

 
流動負債 833百万円

固定負債 1,981百万円

負債合計 2,814百万円
 

 
（７）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了した場合の当連結会計年度の連結損益計算書におよぼす影響の概算

額及び算定方法

　　　　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 
２．共通支配下の取引等

（１）取引の概要

　①　結合当時企業の名称及び事業の内容

　　　　株式会社あさくま（ステーキレストランの運営等）

 
　②　企業結合日

　　　　2024年１月31日

 
　③　企業結合の法的形式

　　　　非支配株主からの株式取得

 
　④　結合後企業の名称

　　　　変更ありません。

 
　⑤　その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は11.2％であり、その結果、当社の保有する議決権比率は62.2％となりまし

た。

 
（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取

引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 
（３）追加取得した子会社株式の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 1,363百万円

取得原価  1,363百万円
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（４）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

　①　資本剰余金の主な変動要因

　　　　子会社株式の追加取得

　②　非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

　　　　1,087百万円

 
(資産除去債務関係)

１．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

　店舗等の不動産賃貸借契約の原状回復義務等であります。

 
（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

　退店店舗に係る原状回復工事見積額や業態別の直近の退去時の現状回復費用実績に基づき坪当たり費用単価を算出

し、その単価を各店舗の建築坪数へ乗じて、原状回復費用総額を算出しております。

 
（３）当該資産除去債務の金額の算定方法

 
前連結会計年度

（自　2022年５月１日　

　至　2023年４月30日）

当連結会計年度

（自　2023年５月１日　

　至　2024年４月30日）

期首残高 90百万円 87百万円

有形固定資産の取得による増加額 －百万円 140百万円

見積りの変更による増加額 －百万円 31百万円

債務の履行に伴う減少額 △3百万円 △0百万円

期末残高 87百万円 259百万円
 

 
（４）当該資産除去債務の金額の見積りの変更

　当該資産除去債務の金額の見積りの変更は、「（会計上の見積りの変更）」に記載の通りであります。

 
２．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの　

一部の店舗においては、不動産賃貸借契約に基づき、退去時に原状回復に係る債務が生じる可能性があります

が、賃貸資産の使用期間及び費用の発生の可能性が明確ではなく、将来退去する予定もないことから、資産除去債

務の合理的見積りが困難であるため、資産除去債務を計上しておりません。

 
(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）　４．会計方針に

関する事項　（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

 
３．当連結会期年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　契約負債の残高

　　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

 

契約負債
前連結会計年度

（自　2022年５月１日
　至　2023年４月30日）

当連結会計年度
（自　2023年５月１日
　至　2024年４月30日）

期首残高 797百万円 643百万円

期末残高 643　〃　 760　〃　
 

 
　契約負債は、主に顧客からの前受金に関する残高等であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(１)報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締
役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま
す。

(２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「物販事業」は主に国内各所に店舗および営業所を所有し、店頭に来店されたお客様及び訪問先での商品の販

売、インターネット通販等を行っております。「情報・サービス事業」は主に飲食企業様に対して不動産仲介及

び、内装工事請負、リースクレジット取扱等開業支援及び経営サポートを主たる事業としております。「飲食事

業」は飲食店経営を主たる事業としております。

 
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。また、セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。

 
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2022年５月１日 至 2023年４月30日)

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 合計
物販事業

情報・サービ
ス事業

飲食事業 計

売上高       

顧客との契約から生
じる収益

21,312 3,811 6,160 31,284 － 31,284

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への
売上高

21,312 3,811 6,160 31,284 － 31,284

セグメント間の内部
売上高又は振替高

473 404 31 909 △909 －

計 21,785 4,216 6,191 32,194 △909 31,284

セグメント利益 2,079 263 △22 2,320 △100 2,220

セグメント資産 13,387 2,857 3,364 19,609 △247 19,361

セグメント負債 3,457 878 1,092 5,427 △334 5,092

その他の項目       

減価償却費 49 14 83 147 △2 144

のれん償却費 － － － － － －

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

32 17 185 235 △12 222
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当連結会計年度(自 2023年５月１日 至 2024年４月30日)

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 合計
物販事業

情報・サービ
ス事業

飲食事業 計

売上高       

顧客との契約から生
じる収益

24,020 3,591 9,462 37,074 － 37,074

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への
売上高

24,020 3,591 9,462 37,074 － 37,074

セグメント間の内部
売上高又は振替高

221 545 31 798 △798 －

計 24,241 4,137 9,494 37,873 △798 37,074

セグメント利益 2,505 208 231 2,946 △121 2,824

セグメント資産 13,028 2,765 8,675 24,468 △250 24,218

セグメント負債 4,930 819 4,003 9,753 △470 9,283

その他の項目       

減価償却費 63 14 156 234 △3 230

のれん償却費 － － 63 63 － 63

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

61 22 212 295 △25 269
 

 

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 32,194 37,873

セグメント間取引消去 △909 △798

連結財務諸表の売上高 31,284 37,074
 

 
  (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,320 2,946

全社費用（注） △100 △121

連結財務諸表の営業利益 2,220 2,824
 

（注）全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
  (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 19,609 24,468

全社資産（注） 89 236

その他の調整額 △337 △486

連結財務諸表の資産合計 19,361 24,218
 

（注）全社資産は主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券であります。

 
  (単位：百万円)

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 5,427 9,753

セグメント間取引消去 △334 △470

連結財務諸表の負債合計 5,092 9,283
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     (単位：百万円)

その他の項目
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 147 234 △2 △3 144 230

のれん償却費 － 63 － － － 63

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

235 295 △12 △25 222 269
 

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2022年５月１日 至 2023年４月30日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を越えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を越えるため、記載を省略して

おります。

３　主要な顧客ごとの情報　

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

当連結会計年度(自　2023年５月１日 至 2024年４月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を越えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を越えるため、記載を省略して

おります。

３　主要な顧客ごとの情報　

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2022年５月１日 至 2023年４月30日)

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

減損損失 － － 39 39 － 39
 

　

当連結会計年度(自　2023年５月１日 至 2024年４月30日)

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

減損損失 － － 30 30 － 30
 

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2022年５月１日 至 2023年４月30日)

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　2023年５月１日 至 2024年４月30日)

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

当期償却額 － － 63 63 － 63

当期末残高 － － 1,197 1,197 － 1,197
 

 
のれんの金額の重要な変動

前連結会計年度（自　2022年５月１日 至 2023年４月30日)

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2023年５月１日 至 2024年４月30日)

　当連結会計年度においてヤマトサカナ株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めたことに伴い、「飲食事業」

のセグメントにおいて12億60百万円ののれんが発生しております。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年５月１日　至　2023年４月30日）

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自　2023年５月１日　至　2024年４月30日）

　該当事項はありません。

 
(関連当事者情報)

前連結会計年度(自　2022年５月１日 至 2023年４月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2023年５月１日 至 2024年４月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

前連結会計年度
(自　2022年５月１日
至　2023年４月30日）

当連結会計年度
(自　2023年５月１日
至　2024年４月30日)

１株当たり純資産額 1,079.84円 １株当たり純資産額 1,147.85円

１株当たり当期純利益 119.54円 １株当たり当期純利益 165.13円

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額

118.05円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額

162.10円
 

(注) １.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項　目
前連結会計年度
(2023年４月30日)

当連結会計年度
(2024年４月30日)

純資産の部の合計額（百万円） 14,268 14,934

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 12,897 13,761

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,371 1,173

（うち新株予約権（百万円）） (214) (216)

（うち非支配株主持分（百万円）） (1,157) (956)

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 11,943,635 11,988,693
 

２.１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

(自　2022年５月１日
至　2023年４月30日)

当連結会計年度
(自　2023年５月１日
至　2024年４月30日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,427 1,972

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 　－

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

1,427 1,972

普通株式の期中平均株式数（株） 11,943,363 11,947,701

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（百万円） － △0

（うち子会社の発行する潜在株式による調整額） － （△0）

普通株式増加数 151,381 223,167

（うち新株予約権（株）） （151,381） （223,167）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －
 

 
(重要な後発事象)

連結子会社でありました株式会社竹若は、2024年５月31日付で破産手続廃止の決定がされました。

当該破産手続廃止の決定により、当連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。なお、当連結会計年度に

おいて、貸倒引当金繰入額および関係会社株式評価損にかかる繰延税金資産328百万円について、同額の評価性引当額

を計上しておりますが、当該繰延税金資産の回収可能性について現在精査中であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

長期借入金（１年以内に返済予定） 12 314 0.2％ －

リース債務（１年以内に返済予定） － 9 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のも
のを除く。）

92 2,155 0.2％
2024年３月31日～
2033年９月10日

リース債務（１年以内に返済予定のも
のを除く。）

－ 33 － －

計 105 2,511 － －
 

(注)1.平均利率については、期末借入金に対する加重平均利率を記載しております。

2.リース債務については、リース料総額又は未払金総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

を連結貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

3.長期借入金の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の通りであります。　

 

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 314 314 314 289

リース債務 8 6 6
5
 

 

 

【資産除去債務明細表】

区分
 当期首残高
 （百万円）

 当期増加額
 （百万円）

 当期減少額
 （百万円）

 当期末残高
 （百万円）

不動産賃貸借契約に
伴う原状回復義務

87 172 0 259
 

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 8,330 17,144 27,336 37,074

税金等調整前
四半期(当期)純利益

(百万円) 805 1,531 2,169 3,030

親会社株主に帰属する四
半期(当期)純利益

(百万円) 520 979 1,368 1,972

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 43.62 82.02 114.63 165.13
 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益

(円) 43.62 38.40 32.62 49.45
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2023年４月30日)
当事業年度

(2024年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 662 611

  売掛金 ※1  15 ※1  19

  その他 ※1  355 ※1  428

  流動資産合計 1,033 1,059

 固定資産   

  有形固定資産   

   有形固定資産合計 4 3

  無形固定資産   

   無形固定資産合計 3 6

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2 103

   関係会社株式 4,809 8,285

   長期貸付金 284 276

   関係会社長期貸付金 194 171

   敷金及び保証金 9 9

   繰延税金資産 3 －

   その他 0 0

   貸倒引当金 △444 △392

   投資その他の資産合計 4,858 8,453

  固定資産合計 4,866 8,464

 資産合計 5,900 9,523
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2023年４月30日)
当事業年度

(2024年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  １年内返済予定の長期借入金 － 99

  １年内返済予定の関係会社長期借入金 － 551

  未払金 ※1  87 ※1  78

  賞与引当金 11 11

  株主優待引当金 310 334

  その他 16 18

  流動負債合計 426 1,094

 固定負債   

  長期借入金 － 375

  関係会社長期借入金 － 1,936

  長期預り保証金 16 16

  繰延税金負債 － 1

  固定負債合計 16 2,330

 負債合計 443 3,424

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 499 499

  資本剰余金   

   資本準備金 472 472

   その他資本剰余金 311 375

   資本剰余金合計 784 847

  利益剰余金   

   利益準備金 2 2

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,000 1,000

    繰越利益剰余金 3,951 4,504

   利益剰余金合計 4,953 5,506

  自己株式 △993 △974

  株主資本合計 5,243 5,878

  評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 0 4

  評価・換算差額等合計 0 4

 新株予約権 214 216

 純資産合計 5,457 6,099

負債純資産合計 5,900 9,523
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2022年５月１日
　至 2023年４月30日)

当事業年度
(自 2023年５月１日
　至 2024年４月30日)

売上高 ※1  1,084 ※1  1,344

売上原価 - 0

売上総利益 1,084 1,344

販売費及び一般管理費 ※1,※2  596 ※1,※2  641

営業利益 488 702

営業外収益   

 受取利息 ※1  0 ※1  2

 貸倒引当金戻入額 － 52

 その他 2 1

 営業外収益合計 2 55

営業外費用   

 支払利息 － ※1  2

 貸倒引当金繰入額 16 －

 営業外費用合計 16 2

経常利益 474 755

特別利益   

 新株予約権戻入益 3 －

 特別利益合計 3 －

特別損失   

 固定資産除却損 0 －

 関係会社株式評価損 66 90

 特別損失合計 66 90

税引前当期純利益 410 664

法人税、住民税及び事業税 0 0

法人税等調整額 △0 3

法人税等合計 △0 4

当期純利益 411 660
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2022年５月１日　至 2023年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 509 472 278 750 2 1,000 3,658 4,661

当期変動額         

減資 △10  10 10     

剰余金の配当       △119 △119

当期純利益       411 411

自己株式の処分   15 15     

譲渡制限付株式報酬   7 7     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 △10 - 33 33 - - 292 292

当期末残高 499 472 311 784 2 1,000 3,951 4,953
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 △999 4,920 △0 △0 199 5,120

当期変動額       

減資  －    －

剰余金の配当  △119    △119

当期純利益  411    411

自己株式の処分 5 20    20

譲渡制限付株式報酬 1 9    9

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  0 0 15 15

当期変動額合計 6 322 0 0 15 337

当期末残高 △993 5,243 0 0 214 5,457
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 当事業年度(自 2023年５月１日　至 2024年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 499 472 311 784 2 1,000 3,951 4,953

当期変動額         

減資   －     －

剰余金の配当       △107 △107

当期純利益       660 660

自己株式の処分   50 50     

譲渡制限付株式報酬   13 13     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － 63 63 － － 552 552

当期末残高 499 472 375 847 2 1,000 4,504 5,506
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 △993 5,243 0 0 214 5,457

当期変動額       

減資  －    －

剰余金の配当  △107    △107

当期純利益  660    660

自己株式の処分 16 66    66

譲渡制限付株式報酬 2 15    15

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  3 3 2 6

当期変動額合計 18 635 3 3 2 641

当期末残高 △974 5,878 4 4 216 6,099
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年4月1日以降に取得した建

物附属設備については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　3年～10年

その他　　　　　　2年～6年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

よる定額法を採用しております。

 
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額のうち、当期負担額を計上しておりま

す。

(3) 株主優待引当金

当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、当事業年度末に発生

すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

 
４．収益及び費用の計上基準

　　当社は純粋持株会社であり、その収益は子会社からの経営運営料収入及び受取配当金であります。当社の子会社

に対し経営・管理等の指導を行うことを履行義務として識別しております。当該履行義務は時の経過につれて充足

されるため、契約期間にわたって期間均等額で収益を計上しております。受取配当金については、配当金の効力発

生日をもって認識しております。

 
(重要な会計上の見積り)

　1.　関係会社に対する投融資の評価

　（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

（2023年４月30日）
当事業年度

（2024年４月30日）

関係会社株式 4,809百万円 8,285百万円

関係会社長期貸付金（一年以内の期限到来分含む） 194　〃　 　171　　〃　

貸倒引当金 160　〃　 　116　　〃　

関係会社株式評価損 66　〃　 　90　　〃　
 

 
　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報

当社は、関係会社株式について取得原価をもって貸借対照表価額とし、関係会社の財政状態の悪化により実質価額が

著しく低下したときには、各関係会社の事業計画の達成状況及び今後の事業計画に基づき、回収可能性があると判断

される場合を除いて減損しております。また、関係会社の財政状態の悪化の程度に応じて、債権の貸倒れによる損失

に備えるために貸倒引当金を計上しております。
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関係会社の財政状態や事業計画等を勘案して見積りを行っておりますが、これらの見積りにおいて用いた仮定には不

確実性が伴うため、翌事業年度に係る財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。

 
(貸借対照表関係)

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次の通りであります。

 
前事業年度

(2023年４月30日)
当事業年度

(2024年４月30日)

短期金銭債権 143百万円 133百万円

短期金銭債務 17百万円 18百万円
 

 
　２．当座貸越契約

　　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入れ実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2023年４月30日)
当事業年度

(2024年４月30日)

当座貸越限度額 800百万円 300百万円

借入実行額 －百万円 －百万円

借入れ未実行残高 800百万円 300百万円
 

 
　３．保証債務

　　　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(2023年４月30日)
当事業年度

(2024年４月30日)

ヤマトサカナ株式会社 －百万円 941百万円
 

 
(損益計算書関係)

※１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 
前事業年度

(自　2022年５月１日
至　2023年４月30日)

当事業年度
(自　2023年５月１日
至　2024年４月30日)

売上高 1,042百万円 1,301百万円

販売費及び一般管理費 7百万円 10百万円

営業取引高以外の取引高 0百万円 2百万円
 

 
※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前事業年度

(自 2022年５月１日
至 2023年４月30日)

当事業年度
(自 2023年５月１日
至 2024年４月30日)

給料手当及び諸手当 90百万円 92百万円

地代家賃 15百万円 15百万円

賞与引当金繰入額 11百万円 11百万円

株主優待引当金繰入額 220百万円 229百万円
 

 
おおよその割合   

販売費 －％ －％

一般管理費 100％ 100％
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(有価証券関係)

前事業年度（2023年４月30日現在）

子会社及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

　　子会社株式 561 4,309 3,748

計 561 4,309 3,748
 

 
　　（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

区分 前事業年度

子会社株式 4,215

関連会社株式（注） 32

計 4,248
 

 
当事業年度（2024年４月30日現在）

子会社及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

　　子会社株式 1,924 9,099 7,175

計 1,924 9,099 7,175
 

 
　　（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

区分 当事業年度

子会社株式 6,328

関連会社株式（注） 32

計 6,360
 

（注）TOKYO PRO Marketに上場している株式が28百万円含まれておりますが、極端に流動性が低いため、市場価格のな

い株式等に含めております。

 
(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2023年４月30日)
 

当事業年度
(2024年４月30日)

繰延税金資産    

　税務上の繰越欠損金 83百万円  99百万円

貸倒引当金 136　〃  120　〃

株主優待引当金 95　〃  102　〃

新株予約権 66　〃  66　〃

賞与引当金 3　〃  3　〃

関係会社株式 140　〃  168　〃

未払金 0　〃  1　〃

その他 0　〃  1　〃

繰延税金資産小計 526百万円  562百万円

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 83　〃  99　〃

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 439　〃  463　〃

繰延税金資産合計 3百万円  －百万円

    
繰延税金負債    
　その他 △0百万円  △1百万円

繰延税金負債合計 △0百万円  △1百万円

繰延税金資産の純合計 3百万円  △1百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2023年４月30日)
 

当事業年度
(2024年４月30日)

法定実効税率 30.62％  30.62％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 14.67％  9.55％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △62.26％  △46.51％

住民税均等割 0.07％  0.04％

評価性引当額の増減 11.92％  5.44％

その他 4.84％  △0.51％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.14％  0.66％
 

 
(企業結合等関係)

１．取得による企業結合

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
２．共通支配下の取引等

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、重要な会計方針「４．収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

減価償却累
計額

(百万円）

有形固定資産       

　建物 4 － － 0 3 1

　車両運搬具 0 － － 0 0 2

　工具、器具及び備品 0 － － 0 0 20

有形固定資産計 4 － － 0 3 23

無形固定資産       

　ソフトウェア 0 4 － 1 3 －

　電話加入権 2 － － － 2 －

無形固定資産計 3 4  1 6 －
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 444 － 52 392

賞与引当金 11 11 11 11

株主優待引当金 310 229 207 334
 

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 ７月中

基準日 ４月30日

剰余金の配当の基準日 10月31日、４月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ銀行株式会社　証券代行部

　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ銀行株式会社

　取次所 ─

　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方
法により行う。
公告掲載URL　http://www.tenpos.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません
 

(注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。　

　　　 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

      株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第31期）（自　2022年５月１日　至　2023年４月30日）2023年７月28日関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書

　　事業年度（第32期第1四半期）（自　2023年５月１日　至　2023年７月31日）2023年９月13日関東財務局長に提

出。

　　事業年度（第32期第2四半期）（自　2023年８月１日　至　2023年10月31日）2023年12月14日関東財務局長に提

出。

　　事業年度（第32期第3四半期）（自　2023年11月１日　至　2024年１月31日）2024年３月14日関東財務局長に提

出。

　(3) 内部統制報告書

　　事業年度（第31期）（自　2022年５月１日　至　2023年４月30日）2023年７月28日関東財務局長に提出。

　(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会の

議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

2023年７月28日関東財務局長に提出

　(5) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

　　　事業年度（第29期）（自　2020年５月１日　至　2021年４月30日）2023年６月29日関東財務局長に提出。

　　　事業年度（第30期）（自　2021年５月１日　至　2022年４月30日）2023年６月29日関東財務局長に提出。

 
　(6) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第30期第1四半期）（自　2021年５月１日　至　2021年７月31日）2023年６月29日関東財務局長に提

出。

　　事業年度（第30期第2四半期）（自　2021年８月１日　至　2021年10月31日）2023年６月29日関東財務局長に提

出。

　　事業年度（第30期第3四半期）（自　2021年11月１日　至　2022年１月31日）2023年６月29日関東財務局長に提

出。

事業年度（第31期第1四半期）（自　2022年５月１日　至　2022年７月31日）2023年６月29日関東財務局長に提

出。

　　事業年度（第31期第2四半期）（自　2022年８月１日　至　2022年10月31日）2023年６月29日関東財務局長に提

出。

　　事業年度（第31期第3四半期）（自　2022年11月１日　至　2023年１月31日）2023年６月29日関東財務局長に提

出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

2024年７月24日

株式会社テンポスホールディングス

取締役会　御中

 
 

 

 

有限責任大有監査法人
 

東京都千代田区
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鴨　田　真　一　郎  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桑　原　桂　子  

 

 
＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テンポスホールディングスの2023年５月１日から2024年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社テンポスホールディングス及び連結子会社の2024年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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のれんの評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

　注記事項「（重要な会計上の見積り）１．のれんの

評価」に記載のとおり、会社は2024年4月30日現在、

ヤマトサカナ株式会社に係るのれんを1,197百万円計

上している。当該のれんは連結総資産の4.9%に相当し

ている。

　取得時に発生したのれんはヤマトサカナ株式会社の

超過収益力として認識されており、注記事項（連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項）３．(7)

のれんの償却方法及び償却期間に記載のとおり、その

効果の発現する期間（10年間）にわたって均等償却さ

れる。

　また、注記事項（重要な会計上の見積り）に記載の

とおり、のれんの資産性については、支配獲得時に識

別した超過収益力の評価も踏まえ、減損の兆候の有無

を検討しており、減損の兆候を識別した場合には、将

来の事業計画を基礎に算定された割引前将来キャッ

シュ・フローと帳簿価額を比較して減損損失の認識の

要否を判定している。減損損失の認識が必要とされた

場合、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として認識する。

　会社は、以上の方針に従い検討した結果、当連結会

計年度において、当該のれんに減損の兆候はないと判

断している。

　のれんの減損の兆候の有無の判定においては、主に

のれんが帰属する資産グループから生じる営業損益及

び将来の事業計画を用いており、将来の事業計画に

は、成長率、売上構成比の見通し及び損益率といった

主要な仮定が用いられている。これらの仮定は経営者

の主観的な判断を伴うため不確実性が高いことから、

当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項に該

当すると判断した。

当監査法人は、ヤマトサカナ株式会社の支配を獲得し

た際に生じたのれんの評価に関する判断の妥当性を検討

するため、主に以下の監査手続を実施した。

(1)内部統制の評価

・のれんの評価に関連する内部統制を理解し、当該内部

統制の整備・運用状況の有効性を評価した。

(2) 減損の認識要否に関する判断の妥当性の検討

・会社はのれんの資産グループをヤマトサカナ株式会社

としていることを検討した。

・事業計画の主な仮定の内容及びそれらをどのように事

業計画に反映しているかについて対象会社の経営者に

対して質問をした。

・事業計画において使用している成長率については市場

予測等の利用可能な外部データとの比較を実施すると

ともに、追加的なリスクを加味した場合でも損益への

重要な影響はないことを検討した。

・過年度における年度予算とそれらの実績を比較するこ

とにより、将来の事業計画の見積りの精度を評価し

た。

・対象会社の将来の事業計画と、会社の取締役会により

承認された次年度の年度予算との整合性を検証した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

　・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結

財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。　

　・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社テンポスホールディ

ングスの2024年４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社テンポスホールディングスが2024年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人
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の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及

び適用される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して

責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査

の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
　

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2024年７月24日

株式会社テンポスホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任大有監査法人
 

東京都千代田区
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鴨　田　真　一　郎  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桑　原　桂　子  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テンポスホールディングスの2023年５月１日から2024年４月30日までの第32期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査

を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社テンポスホールディングスの2024年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全て

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

財務諸表に記載のとおり、会社は2024年4月30日現

在、関係会社株式8,285百万円（総資産の87.0％）に

は、連結子会社であるヤマトサカナ株式会社の株式

2,192百万円（総資産の23.0％）が含まれている。

注記事項「（重要な会計上の見積り）関係会社に対

する投融資の評価」に記載のとおり、関係会社株式に

ついては、関係会社の財政状態の悪化により実質価額

が著しく低下したときには、各関係会社の事業計画の

達成状況及び今後の事業計画に基づき、回収可能性が

あると判断される場合を除いて減損している。

この点、ヤマトサカナ株式会社の株式は、取得価額

に超過収益力を評価した部分を多額に含んでいるが、

上記の減損判断においては超過収益力を反映した実質

価額を用いることとなるため、実質価額が著しく低下

したと判断される超過収益力の毀損がないかの判断が

重要となる。

超過収益力の毀損の有無に関する検討においては、

連結貸借対照表に計上されているヤマトサカナ株式会

社に関するのれんと同様の将来の事業計画等に基づく

経営者の見積り要素が含まれる。

以上から、当監査法人はヤマトサカナ株式会社の株

式の評価につき監査上の主要な検討事項に該当するも

のと判断した。

超過収益力の評価に係る監査上の対応については、

連結財務諸表に係る独立監査人の監査報告書の監査上

の主要な検討事項を参照。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること
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にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会

計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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